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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 消費税および地方消費税(以下「消費税等」)の処理は税抜方式によっております。 

２  第10期および第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。第11期の末日においては、潜在株式は存在しておりません。第

12期、第13期および第14期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

３  第10期、第11期および第12期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

４  従業員数には、休職者および臨時従業員数は含まれておりません。臨時従業員数は、[  ]外数で記載しており

ます。なお、臨時従業員数には、有期従業員、パートタイマーは含み、派遣従業員は含まれておりません。 

５  「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益（△損失）」を「親会社株主に帰属する当期純利益（△損失）」としております。 
  
なお、平成28年６月28日開催の第14期定時株主総会において、事業年度の変更に関する定款変更議案が決議され、平

成28年度より決算期を３月31日から12月31日に変更いたします。また、一部を除き、連結子会社においても同様の変更

を行う予定です。決算期変更の経過期間となる第15期につきましては、平成28年４月１日から平成28年12月31日の９ヶ

月間となります。  

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 

売上高 (百万円) 883,112 785,764 833,011 791,074 693,289 

経常利益(△損失) (百万円) △61,228 △26,862 58,625 105,335 102,100 

親会社株主に帰属する 
当期純利益(△損失) 

(百万円) △62,600 △167,581 △5,291 82,365 86,292 

包括利益 (百万円) △64,516 △148,542 8,783 122,544 69,838 

純資産額 (百万円) 226,500 77,924 227,314 311,909 381,739 

総資産額 (百万円) 858,204 669,104 786,002 840,087 849,376 

１株当たり純資産額 (円) 522.53 160.01 128.73 185.67 227.63 

１株当たり当期純利益
(△損失)金額 

(円) △150.08 △401.76 △5.07 49.41 51.76 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
(△損失)金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 25.4 10.0 27.3 36.8 44.7 

自己資本利益率 (％) △25.0 △117.7 △3.8 31.4 25.0 

株価収益率 (倍) ― ― ― 18.1 14.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △9,696 △54,101 93,722 116,746 126,296 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △55,089 △43,160 △19,241 △26,603 △33,551 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △138,352 36,849 107,007 △23,762 △30,339 

現金及び現金同等物の
期末残高 

(百万円) 131,946 77,731 265,897 343,722 398,410 

従業員数 
[外、臨時従業員数] 

(人) 
42,800 33,840 27,201 21,083 19,160 
[2,025] [1,762] [1,440] [1,121] [887]
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １  消費税等の処理は税抜方式によっております。 

２ 第14期の資本金の減少は、その他資本剰余金へ振替えたことによるものです。 

３ 第10期および第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失であるため記載しておりません。第11期の末日においては、潜在株式は存在しておりませ

ん。第12期、第13期および第14期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

４  第10期、第11期および第12期の株価収益率および配当性向については、１株当たり当期純損失であるため記

載しておりません。第13期および第14期の配当性向については、無配のため記載しておりません。 

５  従業員数には休職者および臨時従業員数は含まれておりません。臨時従業員数は、[  ]外数で記載しており

ます。なお、臨時従業員数には、有期従業員、パートタイマーは含み、派遣従業員は含まれておりません。

 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 

売上高 (百万円) 733,890 676,275 738,088 718,784 651,022 

経常利益(△損失) (百万円) △56,186 △30,781 15,554 72,070 88,258 

当期純利益(△損失) (百万円) △46,337 △189,002 △12,527 84,617 65,555 

資本金 (百万円) 153,255 153,255 228,255 228,255 10,000 

発行済株式総数 (千株) 417,124 417,124 1,667,124 1,667,124 1,667,124 

純資産額 (百万円) 208,994 19,880 157,455 217,255 282,617 

総資産額 (百万円) 777,964 667,145 731,800 768,804 798,625 

１株当たり純資産額 (円) 500.98 47.66 94.45 130.32 169.52 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
(円) 

― ― ― ― ― 
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
(△損失)金額 

(円) △111.09 △453.11 △12.00 50.76 39.32 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 26.9 3.0 21.5 28.3 35.4 

自己資本利益率 (％) △20.0 △165.2 △14.1 45.2 26.2 

株価収益率 (倍) ― ― ― 17.6 18.4 

配当性向 (％) ― ― ― ― ― 

従業員数 
[外、臨時従業員数] 

(人) 
13,108 10,331 9,006 2,887 2,933 
[492] [424] [349] [―] [―]
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２ 【沿革】 

当社は、平成14年11月１日、日本電気㈱の汎用ＤＲＡＭ事業を除く半導体に関する研究、設計、開発、製造、販売

およびサービスに関する事業を会社分割により分社化し、日本電気㈱の100％子会社であるＮＥＣエレクトロニクス㈱

として発足しました。その後、平成15年７月24日に東京証券取引所市場第一部に株式を上場し、平成22年４月１日に

は㈱ルネサステクノロジと合併し、ルネサスエレクトロニクス㈱に商号変更しました。 

設立以降の動向については、以下のとおりであります。 
  

 

年月 事項 

平成14年11月 日本電気㈱の汎用ＤＲＡＭを除く半導体事業を会社分割により分社化し、日本電気㈱の100％子

会社として神奈川県川崎市にＮＥＣエレクトロニクス㈱を設立 

平成15年７月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場 

平成16年５月 山形日本電気㈱の高畠工場における後工程部門を、台湾のＡＳＥグループに売却 

平成16年７月 当社から試作部門を分社化し、試作サービスの提供を主業務とするＮＥＣファブサーブ㈱を設

立 

平成16年10月 ＮＥＣセミコンダクターズ九州㈱に山口日本電気㈱の組立および検査工程（後工程）を統合

し、ＮＥＣセミコンパッケージ・ソリューションズ㈱に社名変更 

平成17年１月 山形日本電気㈱において300ミリウエハ製造ラインの量産稼働開始 

平成17年10月 首鋼ＮＥＣエレクトロニクス社の半導体開発および販売部門を北京ＮＥＣ集成電路設計有限公

司に統合し、ＮＥＣエレクトロニクス中国社に社名変更 

平成18年４月 ＮＥＣ化合物デバイス㈱を簡易合併方式により当社に吸収合併 

平成18年９月 韓国における営業拠点としてＮＥＣエレクトロニクス韓国社を設立 

平成18年９月 ＮＥＣセミコンダクターズ・アイルランド社の組立および検査工程（後工程）ラインを閉鎖 

平成18年11月 ＮＥＣデバイスポート㈱を簡易合併方式により当社に吸収合併 

平成19年６月 ＮＥＣファブサーブ㈱のフォトマスク事業を大日本印刷㈱へ譲渡 

平成19年10月 ＮＥＣセミコンダクターズ・インドネシア社の組立および検査工程（後工程）ラインを閉鎖 

平成20年４月 九州日本電気㈱は、山口日本電気㈱およびＮＥＣセミコンパッケージ・ソリューションズ㈱を

吸収合併し、ＮＥＣセミコンダクターズ九州・山口㈱に商号変更 

関西日本電気㈱は、福井日本電気㈱を吸収合併し、ＮＥＣセミコンダクターズ関西㈱に商号変

更 

山形日本電気㈱は、ＮＥＣセミコンダクターズ山形㈱に商号変更 

平成22年４月 ㈱ルネサステクノロジと合併し、ルネサスエレクトロニクス㈱に商号変更(注) 

平成22年11月 ノキア・コーポレーションよりワイヤレスモデム事業を譲受 

平成22年12月 モバイルマルチメディア事業(ノキア・コーポレーションから譲り受けたワイヤレスモデム事業

を含む。)を吸収分割によりルネサスモバイル㈱に承継 

平成23年５月 ルネサス エレクトロニクス・アメリカ社の前工程ライン（ローズビル工場）をドイツのテレフ

ァンケン社に譲渡 

平成24年２月 ブラジルにおける販売支援拠点としてルネサス エレクトロニクス・ブラジル・サービス社の営

業を開始 

平成24年３月 パワーアンプ事業および㈱ルネサス東日本セミコンダクタ長野デバイス本部の事業を㈱村田製

作所へ譲渡 

平成24年７月 ㈱ルネサス北日本セミコンダクタの前工程ライン（津軽工場）を富士電機㈱に譲渡 

平成25年１月 ㈱ルネサスハイコンポーネンツの全株式をアオイ電子㈱に譲渡 

平成25年６月 ㈱ルネサス北日本セミコンダクタ、ルネサス関西セミコンダクタ㈱および㈱ルネサス九州セミ

コンダクタの検査工程（後工程）ライン（函館工場、福井工場および熊本工場）ならびに北海

電子㈱の製造支援事業を㈱ジェイデバイスに譲渡 

平成25年９月 ㈱産業革新機構、トヨタ自動車㈱、日産自動車㈱、㈱ケーヒン、㈱デンソー、キヤノン㈱、㈱

ニコン、パナソニック㈱および㈱安川電機を割当先とする第三者割当増資を実施 

平成25年10月 ルネサスエレクトロニクス販売㈱を簡易合併方式により当社に吸収合併 

ルネサスマイクロシステム㈱は、㈱ルネサスデザインを吸収合併し、ルネサスシステムデザイ

ン㈱に商号変更 

ルネサス武蔵エンジニアリングサービス㈱は、ルネサス北伊丹エンジニアリングサービス㈱お

よびルネサス高崎エンジニアリングサービス㈱を吸収合併し、ルネサスエンジニアリングサー

ビス㈱に商号変更 

㈱ルネサス北日本セミコンダクタは、㈱ルネサス東日本セミコンダクタを吸収合併 

ルネサス モバイル・ヨーロッパ社およびルネサス モバイル・インド社の全株式をブロードコ

ム・コーポレーションに譲渡 
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(注)  当該合併に伴い、㈱ルネサステクノロジの関係会社を承継するとともに、当社グループの関係会社の一部につ

いて、再編、商号変更などを実施しております。 

 

年月 事項 

平成25年11月 首鋼日電電子有限公司の当社持分を首鋼総公司に譲渡 

平成26年２月 インドにおける営業拠点としてルネサス エレクトロニクス・インド社を設立 

平成26年３月 ルネサス山形セミコンダクタ㈱の鶴岡工場をソニーセミコンダクタ㈱に譲渡 

平成26年４月 半導体前工程製造事業に関し、ルネサス関西セミコンダクタ㈱を存続会社として、当社の半導

体前工程製造事業、ルネサスセミコンダクタ九州・山口㈱の半導体前工程製造事業、㈱ルネサ

ス北日本セミコンダクタの結晶事業、ルネサス甲府セミコンダクタ㈱、㈱ルネサス那珂セミコ

ンダクタ、㈱ルネサス セミコンダクタエンジニアリングおよびルネサス山形セミコンダクタ㈱

を吸収分割および吸収合併にて集約し、ルネサス セミコンダクタマニュファクチュアリング㈱

に商号変更 

半導体後工程製造事業に関し、ルネサスセミコンダクタ九州・山口㈱を存続会社として、当社

の半導体後工程製造事業、㈱ルネサス北日本セミコンダクタ、㈱ルネサス柳井セミコンダク

タ、羽黒電子㈱、北海電子㈱および㈱ルネサス九州セミコンダクタを吸収分割および吸収合併

にて集約し、ルネサス セミコンダクタパッケージ＆テストソリューションズ㈱に商号変更 

平成26年10月 ルネサスモバイル㈱を簡易合併方式により当社に吸収合併 

㈱ルネサスエスピードライバの当社が保有する全株式を米国Synaptics Incorporatedの欧州子

会社に譲渡 

平成27年４月 

  

当社のデバイス・ソリューション開発機能を簡易吸収分割方式により㈱ルネサス ソリューショ

ンズへ移管 

当社の開発支援機能を簡易吸収分割方式によりルネサス エンジニアリングサービス㈱へ移管 

㈱ルネサス ソリューションズのキット、プラットフォーム、分野ソリューションおよび拡販イ

ンフラの各開発機能などを簡易吸収分割方式により当社に移管 

㈱ルネサス ソリューションズは、ルネサス システムデザイン㈱を吸収合併し、ルネサス シス

テムデザイン㈱に商号変更 

平成28年２月 

  

ルネサス セミコンダクタマニュファクチュアリング㈱の滋賀工場の一部（８インチウェハ生産

ライン）をローム滋賀㈱に譲渡 

平成28年６月 

  

ルネサス エレクトロニクス・シンガポール社を存続会社として、同社とルネサス セミコンダ

クタ・シンガポール社を合併 
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３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社30社（国内４社、海外26社）および持分法適用関連会社２社（国内２社）により構

成されております。当社グループは、半導体専業メーカーとして、各種半導体に関する研究、設計、開発、製造、販

売およびサービスを行っております。 

当社グループの研究、設計、開発、製造、販売およびサービス機能は、主に当社および当社の子会社が分業してお

ります。研究、設計、開発機能は、当社が担当するほか、ルネサス システムデザイン㈱、ルネサス セミコンダクタ

デザイン北京社、ルネサス デザイン・ベトナム社、およびルネサス エレクトロニクス・ヨーロッパ社などの国内外

の子会社が担当しております。製造機能は、主に国内外の生産子会社が担当しておりますが、ファウンドリなどの外

部生産委託先も必要に応じて活用しております。販売およびサービス機能は、国内においては、主に提携する販売特

約店を通じて行っており、海外においては、主にルネサス エレクトロニクス・アメリカ社、ルネサス エレクトロニ

クス・ヨーロッパ社およびルネサス エレクトロニクス香港社など、海外の販売子会社を通じて行っております。 

当社グループは、半導体事業の単一セグメントでありますが、主として「自動車向け事業」、「汎用向け事業」と

いう２つのアプリケーション群に分類しております。 

自動社向け事業は、自動車のエンジンや車体などを制御する半導体を提供する「車載制御」とカーナビゲーション

などの車載情報機器向け半導体を提供する「車載情報」が含まれております。 

汎用向け事業には、産業機器や白物家電向けなどの半導体を提供する「産業・家電」、複合機などのＯＡ（Office 

Automation）機器やネットワークインフラなどのＩＣＴ（Information and Communication Technology）機器向け半

導体を提供する「ＯＡ・ＩＣＴ」およびその他の汎用半導体を提供する「汎用製品」が含まれております。当社は

「自動車向け事業」および「汎用向け事業」それぞれにおいて、マイクロコントローラ、アナログ＆パワー半導体、

ＳｏＣに関する研究、設計、開発、販売およびサービスを行っております。 

また、その他半導体事業として、主に受託生産やロイヤルティ収入があります。 

加えて、当社の販売子会社が行っている半導体以外の製品の販売事業、当社の設計および生産子会社が行っている

半導体の受託開発、受託生産などを、「その他売上高」に分類しております。   
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当社グループの連結子会社（30社）および持分法適用関連会社（２社）を主な事業内容別に記載すると次のとおり

となります。 

（注）海外の販売子会社の一部は、設計・開発の事業も行っております。 

 

  国内子会社 海外子会社 

販売 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  

   
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
(持分法適用関連会社）  
㈱ルネサスイーストン  
  
  

(連結子会社)  
ルネサス エレクトロニクス中国社  
ルネサス エレクトロニクス上海社  
ルネサス エレクトロニクス香港社 
ルネサス エレクトロニクス台湾社 
ルネサス エレクトロニクス韓国社 
ルネサス エレクトロニクス・シンガポール社 
ルネサス エレクトロニクス・マレーシア社 
ルネサス エレクトロニクス・インド社 
ルネサス エレクトロニクス・アメリカ社 
ルネサス エレクトロニクス・カナダ社 
ルネサス エレクトロニクス・ブラジル・サー
ビス社 
ルネサス エレクトロニクス・ヨーロッパ社
（イギリス） 
ルネサス エレクトロニクス・ヨーロッパ社
（ドイツ） 
  
 
  

製造・製造支援 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
  

(連結子会社)  
ルネサス セミコンダクタマニュファクチュ
アリング㈱ 
ルネサス セミコンダクタパッケージ＆テス
トソリューションズ㈱ 
  

(連結子会社)  
ルネサス セミコンダクタ北京社  
ルネサス セミコンダクタ蘇州社  
ルネサス セミコンダクタ・シンガポール社  
ルネサス セミコンダクタ・ケイエル社  
ルネサス セミコンダクタ・マレーシア社  
ルネサス セミコンダクタ・ケダ社  
ルネサス セミコンダクタテクノロジ・マレー
シア社  
  
  

設 計・開 発・応 用
技術 
  
 
  
 
  
 
  
  

(連結子会社)  
ルネサス システムデザイン㈱ 
ルネサス エンジニアリングサービス㈱  

(連結子会社)  
ルネサス セミコンダクタデザイン北京社  
ルネサス デザイン・ベトナム社  
ルネサス セミコンダクタデザイン・マレーシ
ア社 

事業会社・その他 
  
 
  
 
  
 
  
 
  

 
  
  
(持分法適用関連会社) 
１社 

(連結子会社)  
３社  
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４ 【関係会社の状況】 
平成28年３月31日現在 

 

名称 住所 
資本金または

出資金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
または被所有 
割合(％) 
(注１) 

関係内容 

(連結子会社)           

ルネサス セミコンダクタマニュ
ファクチュアリング㈱(注２) 

茨城県ひたちなか市 100
半導体製品の製造
(前工程) 

100.0 

当社製品の製造 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－有 
役員の兼任－無 

ルネサス セミコンダクタパッケ
ージ＆テストソリューションズ㈱
(注２) 

群馬県高崎市 100
半導体製品の製造
(後工程) 

  
100.0 

 

当社製品の製造 
貸付金－有 
不動産／設備の賃貸－有 
役員の兼任－無 

ルネサス エンジニアリングサー
ビス㈱ 

東京都小平市 50
半導体製品の設計
支援 

  
100.0 

 

当社製品の設計付帯業務 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－有 
役員の兼任－無 

ルネサス システムデザイン㈱ 東京都小平市 100
半導体製品の設計
および開発 

100.0 

当社製品の設計および開
発 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－有 
役員の兼任－無 

ルネサス エレクトロニクス中国
社(注２)  

中国 
北京市 

千米ドル
38,540

半導体製品の中国
における販売 

  
100.0 

 

当社製品の販売 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス エレクトロニクス上海
社 

中国 
上海市 

千米ドル
7,100

半導体製品の中国
における販売 

100.0 

当社製品の販売 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス エレクトロニクス香港
社(注２)（注５） 

中国 
香港 

千香港ドル
15,000

半導体製品の香港
における販売 

100.0 

当社製品の販売 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス エレクトロニクス台湾
社 

台湾 
台北市 

千台湾ドル
170,800

半導体製品の台湾
における販売 

100.0 

当社製品の販売 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス エレクトロニクス韓国
社 

韓国 
ソウル市 

千ウォン
3,751,885

半導体製品の韓国
における販売 

100.0 
(46.70) 
(注３) 

当社製品の販売 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス エレクトロニクス・シ
ンガポール社 

シンガポール 
千米ドル
32,287

半導体製品のアセ
アン、インド、オ
セアニアおよび中
近東地区における
販売 

100.0 

当社製品の販売 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス エレクトロニクス・マ
レーシア社 

マレーシア 
セランゴール州 

千リンギット
700

半導体製品のマレ
ーシアにおける販
売支援 

100.0 
(100.0) 
(注３) 

当社製品の販売支援 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス エレクトロニクス・イ
ンド社 

インド 
バンガロール市 

千インドルピ
ー

32,500

半導体製品のイン
ドにおける販売 

100.0 
(99.90) 
(注３) 

当社製品の販売 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス エレクトロニクス・ア
メリカ社(注２)(注５)  

アメリカ 
カリフォルニア州 

千米ドル
380,800

半導体製品のアメ
リカにおける設
計、開発および販
売 

100.0 

当社製品の設計、開発お
よび販売 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス エレクトロニクス・カ
ナダ社 

カナダ 
オンタリオ州 

千カナダドル
2,100

半導体製品のカナ
ダにおける販売 

100.0 
(100.0) 
(注３) 

当社製品の販売 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス エレクトロニクス・ブ
ラジル・サービス社 

ブラジル 
サンパウロ州 

ー

半導体製品のブラ
ジルおよび南米地
域における販売
（技術）支援 

100.0 
(100.0) 
(注３) 

当社製品の販売（技術）
支援 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 
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(注) １  議決権の所有または被所有割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 
２  特定子会社に該当しております。 
３  議決権の所有割合の(  )内は、間接所有割合で内数であります。 
４  有価証券報告書を提出しております。 
５  ルネサス エレクトロニクス香港社、ルネサス エレクトロニクス・アメリカ社およびルネサス エレクトロ

ニクス・ヨーロッパ社（イギリス）については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売
上高に占める割合が10％を超えております。 

 

名称 住所 
資本金または

出資金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
または被所有 
割合(％) 
(注１) 

関係内容 

ルネサス エレクトロニクス・ヨ
ーロッパ社(イギリス)(注２) 
(注５)  

イギリス 
バッキンガムシャー州 

千ポンド
32,920

半導体製品のヨー
ロッパにおける設
計、開発および販
売 

100.0 

当社製品の設計、開発お
よび販売 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス エレクトロニクス・ヨ
ーロッパ社(ドイツ)(注２)(注５) 

ドイツ 
デュッセルドルフ市 

千ユーロ
14,000

半導体製品のヨー
ロッパにおける設
計、開発および販
売 

100.0 
(100.0) 
(注３) 

当社製品の設計、開発お
よび販売 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス セミコンダクタ北京社
(注２) 

中国 
北京市 

千米ドル
90,444

半導体製品の製造
(後工程) 

100.0 

当社製品の製造 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス セミコンダクタ蘇州社
(注２) 

中国 
蘇州市 

千米ドル
43,226

半導体製品の製造
(後工程) 

100.0 
(6.33) 
(注３) 

当社製品の製造 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス セミコンダクタ・シン
ガポール社(注２) 

シンガポール 
千シンガポー

ルドル
111,000

半導体製品の製造
(後工程) 

  
100.0 

 

当社製品の製造 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス セミコンダクタ・ケイ
エル社(注２) 

マレーシア 
セランゴール州  

千リンギット
118,237

半導体製品の製造
(後工程) 

100.0 

当社製品の製造 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス セミコンダクタ・マレ
ーシア社(注２) 

マレーシア 
ペナン州 

千リンギット
84,000

半導体製品の製造
(後工程) 

  
90.0 

 

当社製品の製造 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス セミコンダクタ・ケダ
社   

マレーシア 
ケダ州 

千リンギット
1,000

半導体製品の製造
(後工程) 

100.0 
(100.0) 
(注３) 

当社製品の製造 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス セミコンダクタテクノ
ロジ・マレーシア社 

マレーシア 
ペナン州 

千リンギット
1,000

半導体製品の製造
(後工程) 

100.0 
(100.0) 
(注３) 

当社製品の製造 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス セミコンダクタデザイ
ン北京社 

中国 
北京市 

千米ドル
7,000

半導体製品の設計
および開発 

  
100.0 

 

当社製品の設計および開
発 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス デザイン・ベトナム社
(注２) 

ベトナム 
ホーチミン市 

千米ドル
10,200

半導体製品の設計
および開発 

  
100.0 

 

当社製品の設計および開
発 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

ルネサス セミコンダクタデザイ
ン・マレーシア社 

マレーシア 
ペナン州 

千リンギット
1,000

半導体製品の設計
および開発 

100.0 
(100.0) 
(注３) 

当社製品の設計および開
発 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

その他連結子会社  ３社           

(持分法適用関連会社)       

㈱ルネサスイーストン 
(注４) 

東京都千代田区 5,043 半導体製品の販売 16.70 

当社製品に関する販売特
約店 
貸付金－無 
不動産／設備の賃貸－無 
役員の兼任－無 

その他持分法適用関連会社  １社           
 

ルネサス エレクトロニクス香港社 (1) 売上高 75,974百万円
の主要な損益情報等 (2) 経常利益 907百万円
  (3) 当期純利益 780百万円
  (4) 純資産額 7,691百万円
  (5) 総資産額 20,218百万円
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    なお、ルネサス エレクトロニクス・ヨーロッパ社（イギリス）の数値はルネサス エレクトロニクス・ヨー

ロッパ社（ドイツ）を含む連結決算数値であります。 

 

ルネサス エレクトロニクス・アメリカ社 (1) 売上高 82,037百万円

の主要な損益情報等 (2) 経常利益 △460百万円

  (3) 当期純利益 △503百万円

  (4) 純資産額 11,768百万円

  (5) 総資産額 28,597百万円
 

ルネサス エレクトロニクス・ヨーロッパ社（イギリス） (1) 売上高 101,997百万円

の主要な損益情報等 (2) 経常利益 3,302百万円

  (3) 当期純利益 2,200百万円

  (4) 純資産額 18,706百万円

  (5) 総資産額 50,220百万円
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５ 【従業員の状況】 

当社グループは半導体事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は省略しております。 

(1) 連結会社の状況 

(注) １  従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含みます。）であり、臨時従業員数は、平成28年３月31日現在の人員を[  ]外数で記載しておりま

す。 

２  臨時従業員数には、有期従業員、パートタイマーは含み、派遣従業員は含まれておりません。 

３  生産構造改革に伴い、当連結会計年度において、当社グループの従業員数は、前連結会計年度と比べ、 

1,923人減少しております。 

  
(2) 提出会社の状況 

平成28年３月31日現在 

(注) １  従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。)であり、臨時

従業員数は、平成28年３月31日現在の人員を[  ]外数で記載しております。 

２  平均勤続年数は、平成14年11月１日の旧ＮＥＣエレクトロニクス㈱設立後および平成15年４月１日の旧㈱ル

ネサステクノロジ設立後の平均勤続年数を表示しております。 

３  平均年間給与の金額には、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  
(3) 労働組合の状況 

平成28年３月31日現在、当社の労働組合はルネサスエレクトロニクス労働組合であり、全日本電機・電子・情報

関連産業労働組合連合会（電機連合）に所属しております。平成28年３月31日現在の組合員数は1,834人でありま

す。生産・設計・開発関連の機能および会社の再編を行ったことにより、提出会社の労働組合員数は平成27年3月末

から3,743人減少しております。 

なお、労使関係は安定しており、特に記載すべき事項はありません。 

  

  

 

平成28年３月31日現在 

従業員数(名) 

 19,160[887] 
 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

2,933[―] 44.9 11.75 9,104,730 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 当連結会計年度の業績 

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度と比べ12.4％減少し、6,933億円となりました。為替レートが改善し

たものの、当社グループが推進している事業の選択と集中により、中小型パネル向け表示ドライバＩＣなどの携帯

端末および民生電子機器向けなどの半導体売上高が減少したことが主な要因であります。また、当社グループの主

力事業領域である半導体売上高は、前連結会計年度と比べ10.3％減少し6,756億円となりました。当社グループの販

売子会社が行っている半導体以外の製品の販売事業、当社グループの設計および生産子会社が行っている半導体の

受託開発、受託生産などが含まれている、その他売上高は177億円となりました。 

当社グループの主力事業である半導体売上高を、「自動車向け事業」、「汎用向け事業」およびこれらに属さな

い「その他半導体」に分類した、各々の売上高は次のとおりであります。 

  

当連結会計年度における自動車向け事業の売上高は、前連結会計年度と比べ0.4％減少し、3,217億円となりまし

た。主に「車載制御」の売上が増加したものの、「車載情報」の売上が減少したことによるものであります。汎用

向け事業の売上高は、前連結会計年度と比べ17.9％減少し、3,494億円となりました。主に「産業・家電」の売上が

横ばいで推移したものの、当社グループが推進している事業の選択と集中などにより、「ＯＡ・ＩＣＴ」および

「汎用製品」において売上が減少したことによるものであります。特に「汎用製品」においては、中小型パネル向

け表示ドライバＩＣを事業対象とする㈱ルネサスエスピードライバの全株式を平成26年10月１日付で米国Synaptics 

Incorporatedの欧州子会社に譲渡したため、前連結会計年度と比べ売上が減少しました。その他半導体事業の売上

高は、前連結会計年度と比べ3.4％減少し46億円となりました。 

当連結会計年度の営業利益は1,038億円となり、前連結会計年度と比べ６億円の減少となりました。これは、当社

グループが推進している事業の選択と集中により売上高が減少したものの、構造改革施策の実行により売上総利益

率などの収益構造が改善したことに加え、米ドル為替レートが改善したことなどによるものであり、前連結会計年

度とほぼ同水準となりました。 

当連結会計年度の経常利益は1,021億円となり、前連結会計年度と比べ32億円の減少となりました。これは、為替

差益などの営業外収益が減少したことなどによるものであります。 

当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益は863億円となり、前連結会計年度と比べ39億円の改善となり

ました。これは、平成26年10月の㈱ルネサスエスピードライバの株式譲渡により、同社に係る法人税等および非支

配株主に帰属する当期純利益が減少したことなどによるものであります。 

  

(2) 当連結会計年度のキャッシュ・フロー 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、1,263億円の収入となりました。これは主として、税金

等調整前当期純利益を908億円計上したこと、およびその中に含まれる減価償却費などの非資金損益項目を調整した

ことなどによるものであります。 

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、336億円の支出となりました。これは主として、有形固

定資産の売却や貸付金の回収による収入があったものの、有形固定資産の取得による支出を430億円計上したことな

どによるものであります。 

この結果、当連結会計年度におけるフリー・キャッシュ・フローは927億円の収入となりました。 

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、303億円の支出となりました。 

現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末残高と比べ547億円増加し、3,984億円となり

ました。 
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２ 【生産、受注および販売の状況】 

当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品群であっても、その性能、構造、形式な

どは必ずしも一様ではないこと、受注生産形態をとらない製品も多いことなどから、品目ごとに生産規模、受注規模

を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

このため、生産、受注および販売の状況については「第２  事業の状況  ７  財政状態、経営成績およびキャッシ

ュ・フローの状況の分析」における半導体売上高の主要な事業内容に関連付けて示しております。 

なお、主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

(注) 上表金額には消費税等を含んでおりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

前述「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」に記載のとおり、当期における当社グループの業績は、連結売上高

が減少したものの、連結営業損益は前期とほぼ同水準を維持することができました。これは、当社グループが構造

改革を着実に推進し、収益構造を改善したことなどによるものですが、当社グループとしては、今後の事業環境の

変化にフレキシブルに対応し、安定的に事業運営を行うためには、より一層収益性を高めていくことが必要である

と考えています。 

 そのため、今後、当社グループは、これまで取り組んできた「変革プラン」の成果を着実に刈り取るとともに、

「さらなる効率的な生産構造への革新」、「注力事業への経営資源の集中的な投入」および「効率的な生産構造へ

の革新と注力事業への経営資源の集中的な投入の推進を基礎づける体制の整備」という課題を実行してまいりま

す。 

  

(１) さらなる効率的な生産構造への革新 

 当社グループでは、「変革プラン」に基づき、これまで「生産効率の向上」、「市場の急激な変動に対するフレ

キシブルな生産体制の構築」および「優位化技術の保有によるコスト競争力のある自家工場の維持・継続」の実現

に向けて、生産構造改革を遂行し、一定の成果を得ることができました。当社グループは、今後も、さらなる生産

効率性の向上を志向し、様々な生産構造の革新に取り組んでまいります。  

 まず、当社グループでは、新規設備等と比較して生産効率が低い設備や生産プロセスで生産を継続している生産

工場が一部存在しており、生産構造の最適化が必要な状況にあります。お客様からの中長期的なニーズに応えられ

るよう、さらなる生産効率の向上や生産コストの低減を通じた生産構造の最適化を不断に推進していく所存です。

 また、当社グループは、生産活動の革新にも注力し、高品質・高信頼性製品の提供、高い生産性の確立およびリ

ードタイムの短縮を目的として、生産工場のスマートファクトリー化を進めてまいります。具体的には、生産工場

にAI（Artificial Intelligence）システムを導入し、個々の生産設備の動作をビッグデータとして蓄積・分析し、

品質問題の未然防止、装置の予防保全、自動搬送システムの高度化、効率的な生産工場運営等を推進します。現

在、当社グループの最先端の生産工場である那珂工場において、当社グループ製品である「R-IN」製品を用いたAI

システムを導入し、その実証実験を行っておりますが、今後は、その成果を活用したスマートファクトリー化を加

速させていくことを検討してまいります。 

  
(２) 注力事業への経営資源の集中的な投入 

 当社グループでは、「車載制御」、「車載情報」、「産業・家電」、「OA・ICT」および「汎用製品」という５つ

のアプリケーション群を当社グループが強みを持ち、競争力を発揮できる事業ドメインと位置づけています。当社

グループは、それらの事業ドメインにおける安定的な利益成長の実現に向けて、製品や事業領域の選択と集中を加

速することにより、製品ミックスの改善を行い、製品競争力の強化を図ります。 

 まず、当社グループは、当期においても引き続き非注力製品と定義した低収益製品群からの撤退などを進め、製

品ミックスの改善を推進してきましたが、一方で注力製品中にも存在する低収益製品群についても、原価低減など

利益改善に取り組んでいます。今後もこれらの事業ドメインにおいて確固たる強みを維持・強化できるよう、継続

して、事業の選択と集中による利益成長の実現を目指します。 

 また、当社グループは、その強みである高品質・高信頼性を訴求でき、長期のライフサイクルを持つアプリケー

ション群に注力することにより、高い収益性を確保・維持できる事業構造の実現を目指します。具体的には、事業

ドメインを当社グループの強みと収益性の観点からさらにブレークダウンし、全社的な視点で事業ポートフォリオ

を構築します。これにより、当社グループが注力すべき事業ポートフォリオを可視化し、そのポートフォリオへ経

 

  
前連結会計年度 当連結会計年度 

金額(百万円) 比率(％) 金額(百万円) 比率(％) 

㈱リョーサン 108,843 13.8 99,033 14.3 
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営資源を集中的に投入する一方、当社グループの目指す事業構造に適さないものについては、撤退に向けた施策を

展開していきます。   

 また、当社グループは、技術開発力の維持・強化を図るため、各製品に共通して活用されるIP（設計資産）、設

計技術、製造技術などの共通技術の中から、将来的な必要性・重要性、当社グループの技術的なポジションなどを

考慮した技術ポートフォリオを構築し、当社グループが注力すべき重点共通技術を選定しました。当社グループ

は、それらの重点共通技術に経営資源を集中的に投入してまいります。 

 さらに、当社グループでは、事業・技術ポートフォリオの見直しを継続的に行い、多様な手段を視野に、当社グ

ループの利益成長の実現に取り組んでまいります。 

  
(３) 効率的な生産構造への革新と注力事業への経営資源の集中的な投入の推進を基礎づける体制の整備 

 当社グループでは、前述した効率的な生産構造への革新と注力事業への経営資源の集中的な投入を推進するにあ

たり、従業員の能力開発・組織活性化とIT環境の刷新をグローバルに展開していきます。  

 具体的には、当期において海外グループ会社に導入を開始した人事諸制度やKPI（Key Performance Indicator：

重点業績評価指標）に基づく業績評価制度について、さらなる展開・浸透を図っていきます。また、物流、SCM

（Supply Chain Management）、販売会社、生産工場等との情報の整流化をはじめとしたBPI（Business Process 

Integration）の見直しやスマートワークスタイル化を推し進め、これらの実現に必要となるIT環境を刷新してまい

ります。 
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４ 【事業等のリスク】 

  当社グループの事業その他に関するリスクとして、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、

以下のようなものがあります。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項につきましても、投資家の

投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示し

ております。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成28年３月31日）現在において当社

グループが判断したものであります。 

  

(1) 市況の変動 

 当社グループは、世界各国の景気循環、最終顧客の製品の需要の変化などに起因する、半導体市場の市況変動の

影響を受けております。当社グループでは、常に市況の動向を見極めながら事業活動を遂行しておりますが、その

影響を完全に回避することは困難であるため、市況が下降した局面においては、製品需要の縮小、生産・在庫数量

の増加および販売価格の低下を招く可能性があります。その結果、当社グループの売上の減少や、工場稼働率の低

下に伴う原価率の悪化につながり、収益が悪化する可能性があります。 

  

(2) 為替相場および金利の変動 

 当社グループは、世界各地域において様々な通貨を通じて事業活動を行っております。そのため、為替相場が大

きく変動した場合、外貨建取引の売上高、外貨建の資材コスト、海外工場の生産コストなど当社グループの業績お

よび財政状態が影響を受ける可能性があります。また、当社の外貨建の資産・負債を日本円に換算表示すること、

さらに、海外子会社における外貨表示の財務諸表を日本円に換算表示することによっても、当社グループの資産・

負債および収益・費用は変動します。 

 また、金利の変動により、当社グループの事業運営に係る経費、資産および負債の価値が影響を受けるため、こ

れにより、当社グループの事業、業績および財政状態が悪影響を受ける可能性があります。 

  

(3) 自然災害など 

 地震、台風、洪水などの自然災害、事故、テロ、感染症をはじめとした当社グループがコントロールできない事

由によって、当社グループの事業活動が悪影響を受ける可能性があります。特に、当社グループは、地震が発生す

る確率が世界の平均より高いと考えられる地域に重要な施設・設備を保有しており、地震の発生時に、その影響に

より当社グループの施設・設備が損傷を受け、操業を停止せざるを得ないなど、多くの損害が発生する可能性があ

ります。当社グループでは、こうしたリスクに備えて、各種事前対策、緊急対策等を定めたＢＣＰ（事業継続計

画）などを策定・運用するとともに、各種保険に加入しておりますが、それにより全ての損害を補填できるという

保証はありません。 

  

(4) 競争 

 半導体市場は熾烈な競合状態にあり、当社グループは、製品の性能、構成、価格、品質などの様々な面で、国内

外の多くの同業他社との激しい競争にさらされております。当社グループでは、競争力の維持強化に向けて、先端

技術の設計、開発のプラットフォーム化、原価低減の推進などの様々な施策に取り組んでおりますが、これらの施

策を適時適切に行えなかった場合、製品のマーケットシェアが低下し、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能

性があります。また、熾烈な市場競争により、当社グループ製品の販売価格が急激に下落し、それを原価低減では

補いきれずに、粗利益率の悪化に見舞われる可能性があります。 

  

(5) 事業戦略・構造改革の推進 

 当社グループは、急激に変化する経営環境下で、収益基盤を強化するため、様々な事業戦略および構造改革を遂

行しております。しかしながら、経済・事業環境の変化、将来の不確実な要因、予期できない要因などにより、そ

の遂行が困難になる可能性や当初計画していた効果を得られない可能性がある他、追加で構造改革費用が発生する

可能性があり、その結果、当社グループの業績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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(6) グローバルな事業展開 

  当社グループは、グローバルに事業を展開しておりますが、潜在的な顧客と現地企業との間の長期に亘る関係な

どの障壁、投資、輸出入に関する制限、関税、公正な取引などの各種規制、政治的・社会的・経済的リスク、疾病

またはウィルスの流行または感染、為替変動、賃金水準の上昇などの様々な要因により悪影響を受ける可能性があ

ります。その結果、当社グループは、グローバルな事業展開に関する当初の目的を達成できず、当社グループの事

業、業績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7) 戦略的提携および企業買収 

  当社グループは、事業拡大や競争力の強化などを目的として、重要な技術や製品の研究開発、生産などの分野に

おいて、第三者との間で、共同出資関係を含む戦略的提携や企業買収を実施することがあります。当社グループで

は、これらの提携や買収にあたって、投資回収や収益性などの可能性について様々な観点から検討していますが、

事業遂行、技術、製品、人事などの面で統合に時間と費用を要することに加え、資金調達、技術管理、製品開発な

どの経営戦略について提携先と不一致が生じたり、提携先において財務上その他の事業上の問題が生じた場合など

に、提携関係を維持できなくなる可能性があります。また、提携や買収が当初の期待通りの目的を達成できる保証

はありません。 

  

(8) 資金調達 

  当社グループは、事業資金を金融機関などからの借入などにより調達しておりますが、新製品を発売し、事業・

投資計画を実行し、製造能力を拡張し、技術もしくはサービスを取得し、または負債を返済するため、将来、追加

的に資金を調達しなければならない可能性があります。半導体業界の事業環境の悪化、金融・証券市場の環境の悪

化、貸手側の融資方針の変更などにより、当社グループが必要な資金を適時に調達できない、または資金調達コス

トが増加する可能性があることなどにより、当社グループの資金調達が制約される可能性があります。なお、当社

グループが金融機関などと締結している借入に係る契約の一部には財務制限条項が定められております。万一、当

社グループの財務内容などの悪化により同条項に抵触し、上記借入について期限の利益を喪失する場合、当社グル

ープの事業、業績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(9) 追加ファイナンスについて 

 平成24年12月10日開催の取締役会決議に基づく第三者割当増資の実行後、当社において更なる成長資金が必要と

なった場合、㈱産業革新機構より合計500億円を上限として、追加の出資または融資を行う用意がある旨の申し出を

受けております。かかる追加の出資または融資の具体的条件および時期は現時点において何ら決定しておらず、か

かる追加の出資または融資が確実に実行される保証はありません。当該申し出に基づき、出資が実行された場合に

は、更なる既存株式の希釈化が生じ、当社株価に悪影響を及ぼす可能性があります。また、当該申し出に基づき融

資が実行された場合には、当社有利子負債が増加し、事業活動などが制約を受ける可能性があります。さらに、今

後、金利の変動が発生した場合、当社グループの事業、業績および財政状態が悪影響を受ける可能性があります。 

  

(10) 議決権の過半数を所有する大株主との関係について 

 当社は、平成25年9月30日に第三者割当増資の方法により、㈱産業革新機構等を割当先として普通株式を発行し、

㈱産業革新機構は、当該株式の引受けにより当社の議決権総数の過半数を所有する大株主となりました。㈱産業革

新機構による当社株主総会における議決権行使などにより、当社グループの事業運営が重大な影響を受ける可能性

があります。また、㈱産業革新機構は、投資目的で当社株式を所有しており、将来において当該株式を市場売却し

た場合には、売却時の市場環境などにより、当社株式の市場価格などに重大な影響を与える可能性があります。 

  

(11) 急速な技術革新など 

 当社グループが事業を展開している半導体市場は、急速な技術変化と技術標準の進展などを特徴としておりま

す。そのため、当社グループがこうした変化について、研究開発などにより適切に対応できなかった場合、当社グ

ループ製品の陳腐化、代替製品の出現などにより、当社グループの事業、業績および財政状態に悪影響を与える可

能性があります。 
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(12) 製品の生産 

① 生産工程 

 半導体製品は、非常に複雑な生産工程を経て生産されております。当社グループは、歩留り（材料当たりの製品

良品率）を改善するため、生産工程の適切な管理および改良に継続して取り組んでおりますが、この生産工程に何

らかの問題が発生した場合は、歩留りの悪化による製品出荷の遅延や出荷数量の減少、最悪の場合は出荷停止の結

果を招く可能性があります。 

  

② 原材料、部品、生産設備等の調達 

 半導体製品の生産にあたっては、その生産に必要となる原材料、部品、生産設備などを適時に調達する必要があ

ります。当社グループは、これらの調達に関連する問題の発生を回避するため、複数の供給者との緊密な関係構築

に努めておりますが、原材料などの中には特定の供給者からしか入手できないものも含まれているため、需給が逼

迫した場合や、供給者において自然災害や事故、経営状況の悪化、事業撤退などの事象が発生した場合、これらを

適時に調達できず、また調達できる場合でも調達価格が大幅に上昇する可能性があります。 

  

③ 外部への生産委託 

 当社グループは、半導体製品の生産の一部を外部のファウンドリ（受託生産専門会社）などに委託しておりま

す。これらの外注先の選定にあたっては、技術力や供給能力などについて、あらかじめ厳しく審査を行い、信頼で

きる会社を選定しておりますが、外注先の責による納入の遅延や製品の欠陥をはじめとした、生産面でのリスクが

生じる可能性を否定できず、製品需要が高い場合には、外注先の生産能力不足により、当社グループが十分な製品

供給を行えない可能性があります。 

  

(13) 品質問題 

 当社グループでは、様々な施策を通じて、当社グループ製品の品質向上に取り組んでおりますが、これらの製品

に用いられる技術の高度化、顧客における製品の使用方法の多様化などにより、出荷時に発見できない欠陥、異常

または故障が製品に存在する可能性があり、顧客への出荷後にそれらが発見される場合があります。この場合、製

品の返品や交換、損失の補償、製品の採用打ち切りなどの結果につながり、当社グループの経営成績および財政状

態に悪影響を及ぼす可能性があります。こうした事態に備えて、当社グループでは、生産物賠償責任保険（ＰＬ保

険）、生産物回収費用保険（リコール保険）などの保険に加入しておりますが、それにより損失を全額補填できる

という保証はありません。 

  

(14) 製品の販売 

① 主要顧客への依存 

 当社グループは、当社グループ製品の顧客に対する売上高の多くを特定の主要顧客に依存しております。これら

の主要顧客が当社グループ製品の採用を中止し、または著しくその発注数量を減らした場合、当社グループの業績

に悪影響を与える可能性があります。 

  

② 顧客固有の仕様に基づいた製品に係る顧客からの計画の変更など 

 当社グループは、顧客からその顧客固有の仕様に基づいた製品の開発を受注することがあります。しかし、受注

後に、発注元の顧客がその製品を搭載する予定であった最終製品の市場への投入を延期または中止したり、その製

品の機能・性能が顧客の要求に満たない場合には、その製品の採用を中止する可能性があります。また、顧客は、

その製品を組み込んだ最終製品の売れ行きが芳しくない場合、その製品の発注数量を減少させ、または納入期日を

延期することがあります。 

 こうした特定顧客向け製品に係る顧客からの製品計画の変更、発注の減少や延期などは、当社グループの売上や

収益性を低下させる可能性があります。 
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③ 販売特約店等への依存 

 当社グループは、日本国内およびアジア地域では、多くの当社グループ製品を特定の主要な販売特約店などを通

じて販売しております。当社グループがこれらの販売特約店などに対して、競争力ある販売報奨金やマージンを提

供できない場合または販売特約店などにとって適切な売上数量を確保できない場合、販売特約店などはその取扱製

品を競合他社の製品に切り替え、その結果、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

  

(15) 人材の確保 

 当社グループは、事業を展開していくうえで、経営、技術開発、営業その他において優秀な人材の確保に努めて

おります。しかしながら、こうした優秀な人材は限られているため、かかる人材を求める競争は熾烈であります。

そうした状況下で、当社グループが優秀な人材を確保することができない可能性があります。 

  

(16) 退職給付債務 

 当社グループが計上している退職給付に係る資産や負債は、割引率や長期期待運用収益率などの数理計算上の前

提に基づいて算出されています。金利変動や株式市場の下落などにより、数理計算上の前提と実績に乖離が生じ、

退職給付債務が増加もしくは年金資産が減少した場合、退職給付制度における積立不足が増加し、当社グループの

業績および財政状態に悪影響を与える可能性があります。 

  

(17) 固定資産の減損 

 当社グループは、有形固定資産など多くの固定資産を保有しています。当社グループは、減損の兆候がある場合

に、固定資産から得られる将来のキャッシュ・フローによる資産の帳簿価額の回収可能性を検討しております。当

該資産が十分なキャッシュ・フローを生み出さない場合には、減損を認識しなければならない可能性があります。 

  

(18) 情報システム 

 当社グループの事業活動において、情報システムの重要性が増大しております。当社グループでは、情報システ

ムの安定的運用に努めておりますが、自然災害、事故、コンピューターウィルス、不正アクセスその他の要因によ

り情報システムに重大な障害が発生した場合、当社グループの事業、業績および財政状態に悪影響を与える可能性

があります。 

  

(19) 情報管理 

 当社グループは、事業活動の遂行に関連して、多数の秘密情報や個人情報を有しております。これらの情報につ

いては、法令や社内規則に基づき管理しておりますが、予期せぬ事態により情報が流出するおそれがあり、そのよ

うな事態が生じた場合、顧客の信用や社会的信用の低下を招き、当社グループの事業、業績および財政状態に悪影

響を及ぼす可能性があります。 

  

(20) 法的規制 

 当社グループは、事業を展開する国および地域において、事業や投資の認可、輸出制限、関税、会計基準・税

制、環境法令をはじめとする様々な規制の適用を受けております。今後、法的規制の強化などに伴う事業活動の制

約、コストの増加などにより、当社グループの事業、業績および財政状態に悪影響を与える可能性があります。 

  

(21) 環境問題 

 当社グループは、地球温暖化、大気汚染、水質汚濁、産業廃棄物、有害物質、土壌汚染などに関する様々な環境

法令の適用を受けております。当社グループは、これらの規制に細心の注意を払いつつ事業を行っておりますが、

過失の有無にかかわらず、環境問題に対して法的もしくは社会的責任を負う可能性があり、そのような事態が生じ

た場合、その対応のために多額の費用負担が発生する可能性や当社グループの社会的信用の低下を招く可能性があ

ります。 
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(22) 知的財産権 

 当社グループは、知的財産権の確保に努めておりますが、その国や地域などによっては知的財産権に対する十分

な保護を得られない可能性があります。また、当社グループ製品には第三者からライセンスを受けて開発・製造・

販売しているものがありますが、今後、第三者から必要なライセンスを受けられない可能性や、ライセンスを受け

られるとしても従前よりも不利な条件でしかライセンスを受けられない可能性があります。 

  

(23) 法的手続 

 当社グループは、グローバルに事業活動を展開しており、様々な国で訴訟、規制当局の調査その他の法的手続の

当事者になる可能性があります。 

 特に、現在、当社グループは、複数の国・地域において、独占禁止法違反の可能性に関連して、規制当局の調査

の対象になるとともに、民事訴訟を提起されております。 

 当社の米国、欧州および韓国の子会社は、ＴＦＴ液晶ディスプレイに関する独占禁止法（反トラスト法・競争

法）違反の可能性について、それぞれ、米国司法省、欧州委員会および韓国公正取引委員会の調査の対象となって

おります。 

  当社グループは、スマートカードチップに関する独占禁止法（競争法）違反の可能性に関連して、同製品の購入

者からカナダで民事訴訟を提起されております。また、当社および当社の欧州子会社は、スマートカードチップに

関する独占禁止法（競争法）違反の可能性に関連して、同製品の購入者から英国で民事訴訟を提起されておりま

す。 

 当社グループが現在当事者となり、または今後当事者となる可能性のある法的手続について、その結果を予測す

ることは困難ですが、その解決には相当の時間、費用などを要するとともに、その結果によっては、当社グループ

が損害賠償責任などを負う可能性があるなど、当社グループの事業、業績および財政状態に悪影響を与える可能性

があります。 
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５ 【経営上の重要な契約等】 

当社グループの事業遂行上、重要な契約とその内容は、次のとおりであります。 

  

  (1) 技術援助契約およびこれに類する契約 

  

 (2) 借入契約 

  

 

契約および相手方の名称 契約締結日 契約の概要 

①  Texas Instruments Incorporated 
との特許クロスライセンス契約 

平成23年３月２日 
半導体に係る特許権のクロスライセンス（子会社
を含む。） 

②  ARM Limitedからの技術導入契約 平成27年12月22日 半導体の設計に係る技術の導入 
 

契約および相手方の名称 契約締結日 契約の概要 

①  ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行、㈱みずほ銀
行、三井住友信託銀行㈱および三菱Ｕ
ＦＪ信託銀行㈱とのシンジケートロー
ン方式による金銭消費貸借契約 

平成25年９月11日 運転資金および構造改革資金2,086億円の借入 

② ㈱日立製作所との金銭消費貸借契約 平成25年９月11日 構造改革資金137億円の借入 

③ 三菱電機㈱との金銭消費貸借契約 平成25年９月11日 構造改革資金145億円の借入 

④ 日本電気㈱との金銭消費貸借契約 平成25年９月11日 構造改革資金137億円の借入 
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６ 【研究開発活動】 

(1) 研究開発活動の体制および方針 

当社グループの研究開発活動は、現在必要な、または近い将来に必要となるであろうソフトウェアおよびシステ

ム開発などを、車載制御、車載情報に関する製品は第一ソリューション事業本部が、産業・家電、ＯＡ・ＩＣＴお

よび汎用製品に関する製品は第二ソリューション事業本部が担当し、デバイス開発やデバイス応用技術などのデバ

イスソリューション開発を担うルネサスシステムデザイン㈱と協力しながら取り組んでおります。デバイス・プロ

セス技術、新規実装技術、設計手法などの部門横断的な共通技術については、主に第一ソリューション事業本部と

生産本部とが協力しながら担当するという体制で取り組んでおります。 

また、コンソーシアムや外部研究機関などへの研究委託や、幅広い分野やお客様へ最適なサポートを行うための

サード・パーティの活用など、自社の研究開発リソースのみならず社外のリソースも必要に応じて活用しておりま

す。 

電子機器や社会インフラの急速なネットワーク化により訪れるスマート社会では、これまでマイコンが主に使わ

れてきた制御機器と、システムＬＳＩが主に使われてきたＩＴ機器が急速に融合しており、マイコンを軸にした新

たな制御機器市場の拡大が期待されます。当社グループは、こうした市場変化に対応するため、マイコンとアナロ

グ＆パワー半導体などを組み合わせたセットを提供するキットソリューションを強化するとともに、アプリケーシ

ョンごとに共通して使用できるＩＰ（設計資産）やＯＳなどのソフトウェアをプラットフォームとして提供するた

めの研究開発活動を通じて、新市場での成長を実現してまいります。 

  

(2) 主な研究開発の成果 

① 自動運転に向けコンピューティング性能向上と自動車用機能安全規格に対応した世界最先端の車載SoCの製品化

当社グループは、車載情報システムや安全運転支援システムに幅広く適用できる新たな半導体ソリューション

として、車載SoC「R-Car」の第３世代製品「R-Car H3」を製品化し、平成27年12月からサンプル出荷を開始しま

した。 

 近年、衝突防止や自動運転の実現に向けて、安全運転支援システムの高度化が急速に進んでいます。安全性向

上のためには、自動車に数多くのカメラやセンサを搭載し、その情報を正確かつ迅速に処理して、即時に衝突回

避などの判断を行う必要があり、従来の何倍ものコンピューティング性能が求められます。また、こうした自動

車の状態をドライバーに適切に負荷なく伝え、安全性と快適性を両立するディスプレイ表示が必要になるため、

高度なグラフィック性能も要求されます。 

 そこで、本製品では、高いコンピューティング性能を実現するために、ARM Limitedの高性能な64ビットCPUコ

ア「ARM® Cortex®-A57/53」（※）を各４個搭載しました。また、ドライバーにとって必要な情報を適切に表示す

る表現力強化のために、グラフィックスの演算処理性能が極めて高い専用の最先端GPU（注１）を採用しました。

さらに、衝突回避などを実現するための技術として、カメラが撮影した映像を高速でメモリ部分に読み書きでき

る内蔵SRAM技術（注２）や、映像の歪みの補正を超高速で行えるカメラ画像処理回路（注３）等を独自に開発

し、本製品に搭載しました。これらの高い性能を１チップで実現するために、車載SoCとして、世界で初めて（平

成27年12月時点）16ナノメートル（注４）の最先端の微細プロセスを採用しました。  

これらにより、本製品は、当社グループの従来製品「R-Car H2」の車載情報システムを中心にした利用から用

途を広げ、安全運転支援システムにも利用できる、自動運転時代に向けた新たな車載コンピューティング・プラ

ットフォームとなりました。  

 こうした当社グループ製品の性能向上により、自動車が自動的に、障害物の検知やドライバーの状態の認識、

さらには危険予測や危険回避判断等の複雑な処理を行い、ドライバーはより安心・安全な運転を行うことが可能

になり、より高度で快適な自動車とのインタフェースを体験できるようになります。また、本製品は、世界的な

自動車用機能安全規格「ISO 26262（ASIL-B）」にも対応しており、半導体自身の故障リスクを最小化し、高度化

するシステムにおいても安全性を担保しています。 

 当社グループは、車載向け半導体ソリューションの提供力の強化に向けて「R-Carコンソーシアム」を主宰して

いますが、170社を超えるパートナー企業と連携し、車載情報システムや安全運転支援システムのソリューション

を拡充し、安心・安全・快適なクルマ社会の実現に貢献してまいります。  
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② IoT製品など組込み機器の開発スピードに革新を促す「Renesas SynergyTMプラットフォーム」の提供開始 

当社グループは、成長を続けるIoTや組込み機器市場に向けて、「Renesas SynergyTMプラットフォーム」の提供

を平成27年10月から北米にて、同年12月から欧州および日本にて開始しました。 

 あらゆるモノがインターネットに繋がるIoT機器の開発では、現在、通信やセキュリティなどの新規技術の導入

が必要になり、システムの複雑化が進んでいます。この複雑化により、特にIoT市場で多い新規市場参入者を中心

に、機器の開発期間や総費用の増大が大きな課題となっています。 

そこで、当社グループは、Renesas SynergyTMプラットフォームとして、動作保証されたソフトウェアパッケー

ジ、マイクロコントローラ、開発環境、開発例などのソリューション、ソフトウェアをクラウドで公開するギャ

ラリーの提供を開始しました。 

 これまでも半導体用のソフトウェアは、当社またはパートナー企業から提供していましたが、お客様の量産製

品に対して動作保証をするものではありませんでした。今回提供するソフトウェアパッケージは、組込みシステ

ムに必須となる標準的なマイクロコントローラ用ソフトウェアを一式取り揃え、さらに、必要に応じてお客様が

追加的に機能を拡張できるよう、当社パートナー企業が提供するソフトウェアも用意し、当社が動作保証を行い

ます。これらにより、お客様は独自のアプリケーションの開発やサービス提供に集中できるため、お客様の機器

開発の優位化を図ることができるとともに、大幅な開発スピードアップにより短期での市場参入が期待できま

す。  

 当社グループは、本製品の提供に際して、ソフトウェアのアップデートにも継続的に対応し、一元的にお客様

をサポートすることで、お客様側での開発着手の際のイニシャルコストの極小化だけでなく、メンテナンスにか

かる総費用の低減、時間や労力の削減にも貢献してまいります。当社グループは、本製品などを通じて、様々な

企業のIoT市場での成功を支援し、IoT・組込み機器市場を活性化させてまいります。 

（注）１ GPU：Graphics Processing Unitの略で、3Dグラフィックス表示など、画像処理専用の計算処理を行う半

導体のことです。 

２  内蔵SRAM技術：平成27年12月に「電子デバイス国際会議IEDM 2015（International Electron Device 

Meeting 2015）」で同技術を発表しました。 

   ３  カメラ画像処理回路：平成28年２月に「国際固体素子回路会議ISSCC 2016（International Solid-State 

Circuit Conference 2016）」で同回路を発表しました。 

   ４  ナノメートル：１ナノメートルは、10億分の１メートルです。 

※ARM、Cortexは、ARM Limitedの登録商標または商標です。その他、文中の製品名やサービス名は、すべてそれぞれの権利者に属する

商標または登録商標です。 

  

(3) 研究開発費 

当連結会計年度の研究開発費の実績は、974億円であり、主に製品設計、システム開発、デバイス開発、プロセス

技術開発、実装技術開発に使用しました。 

なお、当社グループは半導体事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は省略しております。 

  
７ 【財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析】 

財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析における将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成

28年３月31日)において当社グループが判断したものであります。 

  

(1) 重要な会計方針および見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に当たりましては、期末日における資産、負債、偶発資産および偶発債務なら

びに会計期間における収益および費用に影響を与えるような見積りや仮定を必要とします。これらの見積りや仮定

は、過去の経験やその他の合理的と思われる種々の要因に基づいて設定されております。結果として、このような

見積りと実績が異なる場合があります。 

次の重要な会計方針の適用において、見積りや仮定は連結財務諸表に重要な影響を与えると考えております。 
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①  貸倒引当金 

当社グループは、債権に対し貸倒引当金を計上しております。貸倒引当金は、過去の貸倒損失の実績および回

収可能性に疑義がある債権の個別評価に基づいて計上しております。入手可能な情報に基づき貸倒引当金は充分

であると考えておりますが、将来、債権先の財政状態が悪化し、支払能力が低下した場合、追加の引当が必要と

なる可能性があります。 

②  たな卸資産 

当社グループは、たな卸資産を原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評

価しております。滞留および陳腐化したたな卸資産については、将来の需要や市場の状況に基づいて市場価値の

見積額まで評価減を行っております。将来の需要や市場の状況が悪化した場合、追加の評価減が必要となる可能

性があります。 

③  固定資産の減損 

当社グループは、減損の兆候がある場合に固定資産の貸借対照表計上額について、当該資産から得られる将来

のキャッシュ・フローにより資産の残存価額を回収することができるかどうかを検討しております。当該資産が

十分なキャッシュ・フローを生み出さない場合には、減損を認識しなければならない可能性があります。 

④  投資有価証券 

当社グループは、その他有価証券のうち時価のあるものについて、期末日の市場価格などに基づく時価法によ

り評価しております。評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。その他有価証券のうち時価のないものについては、移動平均法による原価法または償却原価法により評価し

ております。時価もしくは実質価額が著しく下落した場合には、回復する見込みがあると認められる場合を除

き、減損しております。将来、時価または実質価額が著しく下落し、回復が見込めない場合には、臨時の損失が

発生する可能性があります。 

⑤  繰延税金資産 

当社グループは、将来減算一時差異および繰越欠損金が持つ将来の課税所得を減額する効果に関して、繰延税

金資産を計上しております。また、実現可能性が低いと考えられるものに対して、評価性引当金を計上し、繰延

税金資産を減額しております。 

 評価性引当金の必要性を評価するにあたっては、個々の会社毎に、過去の損益状況を始め、将来の課税所得の

見積や一時差異の解消時期などの入手可能なあらゆる情報を考慮しております。 

 繰延税金資産の全部または一部を将来回収できないと判断した場合、当該判断を行った会計年度に繰延税金資

産の調整額を税金費用として計上します。同様に、計上額の純額を上回る繰延税金資産が回収可能であると判断

した場合は、当該判断を行った会計年度の税金費用を減少させることになります。 

⑥  退職給付債務 

当社グループは、従業員の退職給付債務および費用について、将来の従業員数の変動や、割引率、将来の昇給

率、年金資産の長期期待運用収益率などの数理計算上の前提条件に基づいて計上しております。これらの前提条

件を変更した場合または前提条件と実際の結果が異なる場合には、その差異を従業員の平均残存勤務期間にわた

って償却しております。 

⑦  偶発債務 

当社グループは、いくつかの訴訟や損害賠償請求案件を抱えておりますが、現時点で合理的にその損失を見積

ることができる場合には、偶発損失を計上しております。 
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(2) 業績概況 

                                      （単位：億円）     

  

   当連結会計年度における連結業績は以下のとおりであります。 

  

（売上高） 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度と比べ12.4％減少し6,933億円となりました。為替レートが改善した

ものの、当社グループが推進している事業の選択と集中により、中小型パネル向け表示ドライバＩＣなどの携帯端

末および民生用電子機器向けなどの半導体売上高が減少したことが主な要因であります。 

  

（半導体売上高）  

 当連結会計年度の半導体売上高は、前連結会計年度と比べ10.3％減少し6,756億円となりました。当社グループの

主要な事業内容である「自動車向け事業」、「汎用向け事業」およびこれらに属さない「その他半導体」の各売上

高は、以下のとおりであります。 

  

 ＜自動車向け事業＞：3,217億円 

 自動車向け事業には、自動車のエンジンや車体などを制御する半導体を提供する「車載制御」とカーナビゲーシ

ョンなどの車載情報機器向け半導体を提供する「車載情報」が含まれています。当社はそれぞれマイクロコントロ

ーラ、アナログ＆パワー半導体およびＳｏＣ（システム・オン・チップ）を提供しております。 

 当連結会計年度における自動車向け事業の売上高は、前連結会計年度と比べ0.4％減少し3,217億円となりまし

た。主に「車載制御」の売上が増加したものの、「車載情報」の売上が減少したことによるものであります。 

  

 ＜汎用向け事業＞：3,494億円 

 汎用向け事業には、産業機器や白物家電など向け半導体を提供する「産業・家電」、複合機などのＯＡ（Office 

Automation）機器やネットワークインフラなどのＩＣＴ（Information and Communication Technology）機器向け

半導体を提供する「ＯＡ・ＩＣＴ」およびその他の汎用半導体を提供する「汎用製品」が含まれています。当社は

それぞれマイクロコントローラ、アナログ＆パワー半導体およびＳｏＣを提供しております。 

 当連結会計年度における汎用向け事業の売上高は、前連結会計年度と比べ17.9％減少し3,494億円となりました。

主に「産業・家電」の売上が横ばいで推移したものの、当社グループが推進している事業の選択と集中などによ

り、「ＯＡ・ＩＣＴ」および「汎用製品」において売上が減少したことによるものであります。特に、「汎用製

品」においては、中小型パネル向け表示ドライバＩＣを事業対象とする㈱ルネサスエスピードライバの当社が保有

する全株式を平成26年10月１日付で米国Synaptics Incorporatedの欧州子会社に譲渡したため、前連結会計年度と

比べ売上が減少しました。            

  

 ＜その他半導体事業＞：46億円 

 その他半導体事業には、主に受託生産やロイヤルティ収入が含まれております。 

 当連結会計年度におけるその他半導体事業の売上高は、前連結会計年度と比べ3.4％減少し、46億円となりまし

た。 

 

  
前連結会計年度 当連結会計年度 

前連結会計年度比 
増（減） 

売 上 高  7,911 6,933 △978 △12.4% 

（半導体売上高） 7,533 6,756 △777 △10.3% 

（その他売上高） 378 177 △201 △53.2% 

営 業 利 益  1,044 1,038 △6 △0.6% 

経 常 利 益  1,053 1,021 △32 △3.1% 

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益  

824 863 39 4.8% 

米ドル為替レート（円） 108 121 － － 

ユーロ為替レート（円） 140 133 － － 
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（その他売上高）  

 その他売上高には、当社の販売子会社が行っている半導体以外の製品の販売事業、当社の設計および製造子会社

が行っている半導体の受託開発、受託生産などが含まれております。 

 当連結会計年度のその他売上高は、前連結会計年度と比べ53.2％減少し、177億円となりました。主に、当社の海

外子会社が営んでいた液晶再販事業を平成27年４月に譲渡したことに加え、平成26年10月の㈱ルネサスエスピード

ライバの株式譲渡後に一時的に行った同社製品の中小型パネル向け表示ドライバＩＣを代行販売を終了したことに

よるものであります。 

  

（営業利益）  

 当連結会計年度の営業利益は1,038億円となり、前連結会計年度と比べ６億円の減少となりました。これは、当社

グループが推進している事業の選択と集中により売上高が減少したものの、構造改革施策の実行により売上総利益

率などの収益構造が改善したことに加え、米ドル為替レートが改善したことなどによるものであり、前連結会計年

度とほぼ同水準となりました。 

                                                  

（経常利益）   

 当連結会計年度の経常利益は1,021億円となり、前連結会計年度と比べ32億円の減少となりました。これは、為替

差益などの営業外収益が減少したことなどによるものであります。 

  

（親会社株主に帰属する当期純利益）   

 当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益は863億円となり、前連結会計年度と比べ39億円の改善となり

ました。これは、平成26年10月の㈱ルネサスエスピードライバの株式譲渡により、同社に係る法人税等および非支

配株主に帰属する当期純利益が減少したことなどによるものであります。  

  

(3) 財政状態 

＜資産、負債および純資産＞ 

                                                              （単位：億円） 

  

当連結会計年度末の総資産は8,494億円で、前連結会計年度末と比べ93億円の増加となりました。これは、当連結

会計年度において、構造改革施策などの推進により税金等調整前当期純利益を計上したことで、一定のフリー・キ

ャッシュ・フローを確保したことにより、現金及び預金が増加したことなどによるものであります。純資産は3,817

億円で、前連結会計年度末と比べ698億円の増加となりました。これは、当連結会計年度において、新興国通貨に対

して円高となり為替換算調整勘定が悪化したものの、親会社株主に帰属する当期純利益を863億円計上したことなど

によるものであります。   

  

 自己資本は、前連結会計年度末と比べ700億円増加し、自己資本比率は44.7％となりました。また、有利子負債

は、前連結会計年度末と比べ154億円の減少となりました。これらの結果、Ｄ／Ｅレシオは0.64倍となりました。 

  

 

  
前連結会計年度末 

（平成27年３月31日）
当連結会計年度末 

（平成28年３月31日）
前連結会計年度末比 

増（減） 

総    資    産 8,401 8,494 93 

純    資    産 3,119 3,817 698 

自  己  資  本 3,095 3,795 700 

  自己資本比率（％） 36.8 44.7 7.8 

有 利 子 負 債 2,597 2,443 △154 

 Ｄ/Ｅレシオ（倍） 0.84 0.64 △0.20 
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＜キャッシュ・フロー＞ 

                            （単位：億円） 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、1,263億円の収入となりました。これは主として、税金

等調整前当期純利益を908億円計上したこと、およびその中に含まれる減価償却費などの非資金損益項目を調整した

ことなどによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、336億円の支出となりました。これは主として、有形固

定資産の売却や貸付金の回収による収入があったものの、有形固定資産の取得による支出を430億円計上したことな

どによるものであります。 

  

 この結果、当連結会計年度におけるフリー・キャッシュ・フローは927億円の収入となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、303億円の支出となりました。 

  

 現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末残高と比べ547億円増加し、3,984億円となり

ました。 

  

(4) 外国為替相場変動による影響 

当連結会計年度においては、前連結会計年度と比べ、年間の為替平均レートが円安ドル高となったことにより、

米ドル建の売上を円換算した金額が増加し、収益を改善させる要因となりました。当連結会計年度においては、営

業外収益に30百万円の為替差益を計上しております。なお、海外子会社の資産および負債は貸借対照表日の為替相

場で、収益および費用は期中の平均為替相場で換算されております。換算による調整額は累積し、連結貸借対照表

の為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めて計上されております。詳細に関しては、「連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項」をご参照ください。 

  
(5) 流動性および資金の源泉 

当社グループは、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保すること、および健全なバランスシート

を維持することを基本方針としております。資金の源泉の安定的な確保のため、当社は、平成25年９月30日に㈱産

業革新機構、トヨタ自動車㈱、日産自動車㈱、㈱ケーヒン、㈱デンソー、キヤノン㈱、㈱ニコン、パナソニック㈱

および㈱安川電機を割当先とする第三者割当増資により、総額1,500億円の資金調達を行いました。また、当社は平

成24年９月28日付で主要取引銀行である㈱三菱東京ＵＦＪ銀行、㈱みずほコーポレート銀行（現㈱みずほ銀行）、

三井住友信託銀行㈱および三菱ＵＦＪ信託銀行㈱と締結したシンジケートローン契約（総額2,086億円）に関して借

入先と契約条件の変更を協議し、平成25年９月11日付で総額2,086億円のリファイナンス契約を締結し、同年９月30

日付で当該契約を実行しました。当連結会計年度末における借入金、およびリース債務を含む有利子負債の残高は

2,443億円となっております。また、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は3,984億円となってお

ります。 

  

 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,167 1,263 

投資活動によるキャッシュ・フロー △266 △336 

フリー・キャッシュ・フロー 901 927 

財務活動によるキャッシュ・フロー △238 △303 

現金及び現金同等物の期首残高  2,659 3,437 

現金及び現金同等物の期末残高 3,437 3,984 
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(6) オフバランス取引 

当社グループは、製造設備の陳腐化による価値下落リスクの回避および収支の平準化を目的としたオペレーティ

ング・リースを行っております。当連結会計年度末でのオペレーティング・リース取引における解約不能のものに

係る未経過リース料残高は60億円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

  

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループで当連結会計年度に実施した設備投資の金額は、618億円であります。主として、前工程や後工程の増

強に係る設備投資や、平成25年８月２日に公表した生産構造改革に伴う設備投資であります。 

なお、当社グループは半導体事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は省略しております。 
  

２ 【主要な設備の状況】 

当連結会計年度末における当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。 

なお、当社グループは半導体事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は省略しております。 

(１) 提出会社 

(注) １  上表金額には消費税等を含んでおりません。 

２  上表中、[  ]内は事業所の賃借にかかる賃借料で、外数であります。 

３ 那珂事業所、西条事業所は連結子会社ルネサスセミコンダクタマニュファクチュアリング㈱に 

  操業を委託しております。 
  

(２) 国内子会社 

(注)  上表金額には消費税等を含んでおりません。 
  

(３) 海外子会社 

(注)  上表金額には消費税等を含んでおりません。 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 
当社グループの設備投資の新設、除却などの計画については、需要動向や投資効率などを総合的に勘案して策定し

ております。当社グループが属する半導体業界では事業環境が短期間に大きく変化するという特徴があり、通期の業

績予想について信頼性の高い数値を的確に算出することが困難であることから、四半期ごとの連結業績予想を開示し

ております。そのため、翌連結会計年度における具体的な計画については開示しておりませんが、平成28年12月期第

１四半期（※）においては、170億円を予定しております。主として、前工程や後工程の増強に係る設備投資や、競争

力強化のために必要な次世代製品に係る戦略投資を見込んでおります。その所要資金は、主に自己資金を充当する予

定であります。 

（※）平成28年６月28日開催の第14期定時株主総会において、事業年度の変更に関する定款変更議案が決議され

ております。 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 

従業員数
(人) 建物及び構

築物 

機械及び装
置、車両運
搬具及び工
具器具備品

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

那珂事業所 
(茨城県ひたちなか市) 

半導体生産設備 
11,873 

[―]
19,237 

2,985 
(160,336)

4,639 38,734 90 

武蔵事業所 
(東京都小平市) 

半導体研究開発
設備 

8,707 
[1,107]

10,612 
7,133 

(56,402)
2,455 28,907 1,482 

西条事業所 
(愛媛県西条市) 

半導体生産設備 
5,929 
[―]

3,304 
1,693 

(130,009)
967 11,892 － 

 

会社名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 

従業員数
(人) 建物及び構

築物 

機械及び装
置、車両運
搬具及び工
具器具備品

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

ルネサスセミコンダク
タパッケージ＆テスト
ソリューションズ㈱ 
(群馬県高崎市他) 

半導体生産設備 18,729 15,092 
5,515 

(666,344)
1,420 40,756 1,685 

 

会社名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 

従業員数
(人) 建物及び構

築物 

機械及び装
置、車両運
搬具及び工
具器具備品

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

ルネサスセミコンダク
タ・ケイエル社 
(マレーシア セラン
ゴール州) 

半導体生産設備 751 8,655 
― 
(―)

― 9,406 1,656 
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第４ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)１  有償第三者割当 

  
２ 平成27年６月24日開催の第13期定時株主総会決議に基づき、平成27年９月30日付で資本金の額を218,255百

万円、資本準備金の額を163,789百万円それぞれ減少させその他資本剰余金へ振替えた後、その他資本剰余
金の額のうち551,749百万円を繰越利益剰余金へ振替えて欠損の填補を行いました。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 3,400,000,000 

計 3,400,000,000 
 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成28年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年６月29日)

上場金融商品取引所名 
または登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 1,667,124,490 1,667,124,490 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数 
100株 

計 1,667,124,490 1,667,124,490 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 
平成25年９月30日 

(注１) 
1,250,000,000 1,667,124,490 75,000 228,255 75,000 163,789 

平成27年９月30日 
(注２) 

― 1,667,124,490 △218,255 10,000 △163,789 ― 
 

割当先 
㈱産業革新機構、トヨタ自動車㈱、日産自動車㈱、 
㈱ケーヒン、㈱デンソー、キヤノン㈱、㈱ニコン、 
パナソニック㈱および㈱安川電機 

発行株数 1,250,000,000株 

発行価額 １株につき120円 

資本組入額 １株につき60円 

資本準備金組入額 １株につき60円 

払込金総額 150,000,000,000円 
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(6) 【所有者別状況】 

平成28年３月31日現在 

(注) １  自己株式2,581株は、「個人その他」に25単元および「単元未満株式の状況」に81株を含めて記載しており

ます。 

２  「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。 

   ３ 所有株式数（単元）に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。  

  

(7) 【大株主の状況】 

平成28年３月31日現在 

 (注) １ 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（三井住友信託銀行再信託分・日本電気㈱退職給付信託口）の所有

株式数135,300,000株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合8.11％）は、日本電気㈱が保有する当

社株式の一部を退職給付信託に拠出したものであります。 

３ 日産自動車㈱退職給付信託口座 信託受託者 みずほ銀行㈱ 再信託受託者 資産管理サービス信託銀行㈱の

所有株式数25,000,000株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合1.49％）は、日産自動車㈱が保有す

る当社株式を退職給付信託に拠出したものであります。 

 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満 
株式の状況

(株) 

政府およ
び地方公

共 
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者

その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 29 40 106 144 26 17,459 17,804 ―

所有株式数 
(単元) 

― 1,761,319 16,385 14,577,075 160,584 187 155,649 16,671,199 4,590

所有株式数 
の割合(％) 

― 10.56 0.09 87.43 0.96 0.00 0.93 100 ―
 

氏名または名称 住所 
所有株式数 

(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

㈱産業革新機構 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 1,152,917,000 69.15 

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（三井住友信託銀行再信
託分・日本電気㈱退職給付信託
口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 135,300,000 8.11 

㈱日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 127,725,748 7.66 

三菱電機㈱ 東東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 104,502,885 6.26 

トヨタ自動車㈱ 愛知県豊田市トヨタ町１番地 41,666,600 2.49 

日産自動車㈱退職給付信託口座 
信託受託者 みずほ信託銀行㈱ 
再信託受託者 資産管理サービス
信託銀行㈱ 

東京都中央区晴海一丁目８番地12号 25,000,000 1.49 

日本電気㈱ 東京都港区芝五丁目７番１号 12,595,857 0.75 

㈱デンソー 愛知県刈谷市昭和町１丁目１番地 8,333,300 0.49 

キヤノン㈱ 東京都大田区下丸子三丁目30番２号 4,166,600 0.24 

パナソニック㈱ 大阪府門真市大字門間1006番地 4,166,600 0.24 

計 － 1,616,374,590 96.88 
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(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成28年３月31日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権２個）が含まれております。

  

② 【自己株式等】 

平成28年３月31日現在 

  

保有期間等の確約を取得者と締結している株式の移動について 

平成25年９月30日の第三者割当増資により発行した株式の取得者から、㈱東京証券取引所の規則に基づき、平成

25年９月30日から２年間において、当該株式の全部または一部を譲渡した場合には、直ちに当社へ報告する旨の確

約を得ておりましたが、平成27年９月30日をもって期間満了となりました。 

なお、当該株式につきまして当事業年度の開始日から当該期間満了までの間に株式の移動は行われておりません。 

  
(9) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

2016年度新株予約権第１号 

（注）平成28年６月28日開催の当社取締役会において決議した、当社の取締役および執行役員に対して発行する新株予

約権の募集事項は次のとおりです。 

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式         2,500 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,667,117,400 16,671,174 ― 

単元未満株式 普通株式        4,590 ― ― 

発行済株式総数 1,667,124,490 ― ― 

総株主の議決権 ― 16,671,174 ― 
 

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

ルネサスエレクトロニクス㈱ 
東京都江東区豊洲三丁目
２番24号 

2,500 ― 2,500 0.00 

計 ― 2,500 ― 2,500 0.00 
 

決議年月日 平成28年６月28日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役（社外取締役を除く。） ２名 
当社執行役員 ８名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 205,900株（注３） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり １円 

新株予約権の行使期間 （注５） 

新株予約権の行使の条件 （注11） 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注７） 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注９） 
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１ 新株予約権の名称   ルネサスエレクトロニクス株式会社 2016年度新株予約権第１号 

２ 新株予約権の総数   2,059個 

上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権の総数が

減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 

３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下「付与

株式数」という。）は100株とする。ただし、本決議日以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式

の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、次の算式に

より付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

  調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはその効力

発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して

資本金又は準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合

で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該

株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、本決議日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を

必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予

約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下「新株予約権者」という。）に通知又は公告する。

ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公

告する。 

４ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受け

ることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）を１円とし、これに付与株式数を

乗じた金額とする。 

５ 新株予約権を行使することができる期間 

平成28年８月２日から平成38年８月１日まで 

６ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

（1）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、

これを切り上げる。 

（2）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（1）記載の資

本金等増加限度額から上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

７ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。 

８ 新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)又は(5)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を

取得することができる。 

（1）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（2）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（3）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（4）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案 

（5）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認

を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案 

９ 組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合には、組織再編行為の効力発生日

（吸収合併につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換に

つき株式交換がその効力を生じる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会

社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めることを条件とする。 
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（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記３に準じて決定する。 

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額に

上記（3）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができ

る再編対象会社の株式1株当たり１円とする。 

（5）新株予約権を行使することができる期間 

上記５に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちい

ずれか遅い日から、上記５に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

上記６に準じて決定する。 

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

（8）新株予約権の取得条項 

上記８に準じて決定する。 

（9） その他の新株予約権の行使の条件 

下記11に準じて決定する。 

10 新株予約権を行使した際に生じる1株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に1株に満たない端数がある場合には、これを切り捨

てる。 

11 その他の新株予約権の行使の条件 

（1）新株予約権者は、原則として、割当日の翌日から１年を経過した日から新株予約権を行使することがで

きる。ただし、任期満了による退任等により当社の取締役および執行役員のいずれの地位をも喪失した

場合は、当該地位喪失の日の翌日から60日を経過する日まで、新株予約権を行使することができる。 

（2）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

12 新株予約権を割り当てる日   平成28年８月１日 

13 新株予約権の払込金額の算定方法 

各新株予約権の払込金額は、次式のブラック・ショールズ・モデルにより以下の（2）から（7）の基礎数値

に基づき算定した1株当たりのオプション価格（1円未満の端数は四捨五入）に付与株 式数を乗じた金額とす

る。 
  

   
ここで、 

  

 
  

（1）１株当たりのオプション価格（Ｃ） 

（2）株価（Ｓ）：平成28年８月１日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（終値がない

場合は、翌取引日の基準値段） 

（3）行使価格（Ｘ）：１円 

（4）予想残存期間（Ｔ）：６年 

（5）株価変動性（σ）：６年間（平成22年８月１日から平成28年７月31日まで）の各取引日における当社普

通株式の普通取引の終値に基づき算出した株価変動率 

（6）無リスクの利子率（ｒ）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

（7）配当利回り（ｑ）：１株当たりの配当金（平成28年３月期の実績配当金）÷上記(2)に定める株価 

（8）標準正規分布の累積分布関数（Ｎ(・)） 

14 新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日   平成28年８月１日 
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2016年度新株予約権第２号 

（注）平成28年６月28日開催の当社取締役会において決議した、当社の執行役員に対して発行する新株予約権の募集事

項は次のとおりです。 

１ 新株予約権の名称   ルネサスエレクトロニクス株式会社 2016年度新株予約権第２号 

２ 新株予約権の総数   598個 

上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権の総数が

減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 

３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下「付与

株式数」という。）は100株とする。ただし、本決議日以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式

の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、次の算式に

より付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てる。 

  調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはその効力

発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して

資本金又は準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合

で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該

株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、本決議日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を

必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予

約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下「新株予約権者」という。）に通知又は公告する。

ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公

告する。 

４ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受け

ることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）を１円とし、これに付与株式数を

乗じた金額とする。 

５ 新株予約権を行使することができる期間 

平成28年８月２日から平成38年８月１日まで 

６ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

（1）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、

これを切り上げる。 

（2）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（1）記載の資

本金等増加限度額から上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

７ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。 

８ 新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)又は(5)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を

取得することができる。 

（1）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（2）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（3）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（4）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 

決議年月日 平成28年６月28日 

付与対象者の区分及び人数 当社執行役員 ２名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 59,800株（注３） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり １円 

新株予約権の行使期間 （注５） 

新株予約権の行使の条件 （注11） 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注７） 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注９） 
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（5）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認

を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案 

９ 組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合には、組織再編行為の効力発生日

（吸収合併につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換に

つき株式交換がその効力を生じる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会

社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めることを条件とする。 

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記３に準じて決定する。 

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額に

上記（3）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができ

る再編対象会社の株式１株当たり１円とする。 

（5）新株予約権を行使することができる期間 

上記５に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちい

ずれか遅い日から、上記５に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

上記６に準じて決定する。 

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

（8）新株予約権の取得条項 

上記８に準じて決定する。 

（9） その他の新株予約権の行使の条件 

下記11に準じて決定する。 

10 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り

捨てる。 

11 その他の新株予約権の行使の条件 

（1）新株予約権者は、原則として、割当日の翌日から１年を経過した日から新株予約権を行使することがで

きる。ただし、任期満了による退任等により当社の執行役員の地位を喪失した場合は、当該地位喪失の

日の翌日から60日を経過する日まで、新株予約権を行使することができる。 

（2）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

12 新株予約権を割り当てる日   平成28年８月１日 

13 新株予約権の払込金額   新株予約権と引き換えに金銭を払い込むことを要しない。 
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2016年度新株予約権第３号 

（注）平成28年６月28日開催の当社取締役会において決議した、当社の執行役員に対して発行する新株予約権の募集事

項は次のとおりです。 

１ 新株予約権の名称   ルネサスエレクトロニクス株式会社 2016年度新株予約権第３号 

２ 新株予約権の総数   228個 

上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権の総数が

減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 

３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下「付与

株式数」という。）は100株とする。ただし、本決議日以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式

の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、次の算式に

より付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てる。 

  調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはその効力

発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して

資本金又は準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合

で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該

株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 

また、本決議日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を

必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予

約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下「新株予約権者」という。）に通知又は公告する。

ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公

告する。 

４ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受け

ることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）を１円とし、これに付与株式数を

乗じた金額とする。 

５ 新株予約権を行使することができる期間 

平成28年８月２日から平成38年８月１日まで 

６ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

（1）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、

これを切り上げる。 

（2）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（1）記載の資

本金等増加限度額から上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

７ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。 

８ 新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)又は(5)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を

取得することができる。 

（1）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（2）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

（3）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

（4）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 

決議年月日 平成28年６月28日 

付与対象者の区分及び人数 当社執行役員 １名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 22,800株（注３） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり １円 

新株予約権の行使期間 （注５） 

新株予約権の行使の条件 （注11） 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注７） 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注９） 
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（5）新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認

を要することもしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案 

９ 組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合には、組織再編行為の効力発生日

（吸収合併につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換に

つき株式交換がその効力を生じる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会

社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めることを条件とする。 

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記３に準じて決定する。 

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額に

上記（3）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができ

る再編対象会社の株式1株当たり１円とする。 

（5）新株予約権を行使することができる期間 

上記５に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちい

ずれか遅い日から、上記５に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

上記６に準じて決定する。 

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

（8）新株予約権の取得条項 

上記８に準じて決定する。 

（9） その他の新株予約権の行使の条件 

下記11に準じて決定する。 

10 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り

捨てる。 

11 その他の新株予約権の行使の条件 

（1）新株予約権者は、原則として、割当日の翌日から１年を経過した日から新株予約権を行使することがで

きる。ただし、任期満了による退任等により当社の執行役員の地位を喪失した場合は、当該地位喪失の

日の翌日から60日を経過する日まで、新株予約権を行使することができる。 

（2）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。 

12 新株予約権を割り当てる日   平成28年８月１日 

13 新株予約権の払込金額   新株予約権と引き換えに金銭を払い込むことを要しない。 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得 

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

(注)  当期間における保有自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注)  当期間における保有自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式は含まれておりません。 

  

 

       区分      株式数（株）     価額の総額（百万円） 

当事業年度における取得自己株式 33 0 

当期間における取得自己株式 － － 
 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株) 

処分価額の総額
(円) 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を 
行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他( ― ) ― ― ― ― 

    

保有自己株式数 2,581 ― 2,581 ― 
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３ 【配当政策】 

当社は、企業価値の最大化の観点から、新製品の研究開発、設備投資などのために内部留保を重視し、強靭な財

務体質の実現を目指しながら、利益の一部を配当することを基本としております。各期の配当の金額につきまして

は、連結および個別の利益剰余金の状況、連結の利益の状況、翌期以降の利益見通しおよびキャッシュ・フローの

状況などを考慮し決定します。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の

配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。なお、当社は、「取

締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております

が、決算期を３月31日から12月31日に変更するため、中間配当を行う基準日は６月30日、期末配当を行う基準日は

12月31日とします。ただし、第15期事業年度に限り、中間配当金の基準日は９月30日とします。 

当事業年度(第14期)の配当につきましては、連結業績が当期純利益を計上したものの、今後安定的に当期純利益

を計上できるような企業体質を目指すため、誠に遺憾ではございますが、これを見送らせていただきます。 

翌事業年度(第15期)の配当につきましては、中間配当・期末配当とも現時点では未定であり、決定次第速やかに

開示いたします。 

（注）当社は、平成25年９月11日付金銭消費貸借契約など、当社が締結する契約の定めにより、契約締結日から３年

を経過する日（以下「経過日」）までの間、剰余金の配当を制限されております。また、平成27年９月30日に

効力が発生した資本金および資本準備金の額の減少ならびに剰余金の処分（以下「減資」）により創出される

剰余金の分配可能額のうち1,474億円（減資により創出される剰余金の分配可能額から平成27年３月期に創出さ

れた利益剰余金を差し引いた額）については、経過日以降も、当社が当該契約上の全ての債務の履行を完了す

るまで（約定期日：平成30年４月２日）、剰余金の配当の実施を制限されております。 

  
４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

  

(2) 【最近６ヶ月間の月別最高・最低株価】 

  

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

  

 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 

最高(円) 772 582 850 1,089 1,057 

最低(円) 426 198 226 653 598 
 

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月 

最高(円) 803 830 894 832 840 775 

最低(円) 628 666 750 694 602 662 
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５ 【役員の状況】 

男性９名 女性０名 （役員のうち女性の比率０％） 

平成28年６月29日現在 

 

役名および職名 
氏名 

(生年月日) 
略歴 任期 

所有株式数
(株) 

代表取締役 

(会長) 

鶴  丸  哲  哉 

(昭和29年８月29日生) 

昭和54年４月 

平成15年４月 

  

平成18年４月 

平成20年４月 

平成22年４月 

平成23年４月 

平成24年６月 

平成25年２月 

 同 年６月 

平成27年12月 

平成28年６月 

㈱日立製作所入社 

㈱ルネサステクノロジ(現ルネサスエレクトロニク

ス㈱)第一事業本部那珂工場長 

同社生産本部生産計画統括部長 

同社業務執行役員 生産本部長 

当社執行役員 生産本部副本部長 

当社執行役員 生産本部長 

当社取締役執行役員 

当社代表取締役社長 

当社代表取締役社長兼ＣＯＯ 

当社代表取締役社長兼ＣＥＯ 

当社代表取締役会長（現任） 

(注１) 9,100 

代表取締役 

(社長兼ＣＥＯ) 

呉   文 精 

(昭和31年５月20日生) 

昭和54年４月 

平成12年５月 

平成13年１月 

平成15年５月 

平成19年12月 

平成20年６月 

平成25年４月 

 同 年６月 

平成26年６月 

平成27年６月 

平成28年４月 

 同 年６月 

㈱日本興行銀行（現㈱みずほ銀行）入行 

GEキャピタル・ジャパン入社 事業開発本部長 

GEフリートサービス㈱入社 常務執行役員 

同社社長兼最高経営責任者 

カルソニックカンセイ㈱入社 顧問 

同社代表取締役社長兼最高経営責任者 

日本電産㈱入社 特別顧問 

同社取締役副社長執行役員 

同社代表取締役副社長執行役員 最高執行責任者 

同社代表取締役副社長執行役員 

当社入社 ＣＥＯ付 

当社代表取締役社長兼ＣＥＯ(現任) 

(注１) ― 

  
取締役 

勝 又 幹 英 

(昭和35年５月21日生) 

昭和58年４月 

平成11年８月 

  

平成14年４月 

  

平成19年４月 

  

平成22年４月 

  
平成27年４月 

  

 同 年７月 

平成28年６月 

㈱日本興業銀行（現㈱みずほ銀行）入行 

メリルリンチ日本証券㈱入社 グローバルプリンシパ

ルインベストメンツ ディレクター 

日本みらいキャピタル㈱設立 取締役パートナー＆Ｃ

ＦＯ 

ニュー・フロンティア・キャピタル・マネジメント

㈱設立 代表取締役社長 

モバイル・インターネット・キャピタル㈱入社 代表

取締役社長 

㈱産業革新機構入社 専務執行役員マネージングディ

レクター 

同社代表取締役社長（現任） 

当社取締役（非常勤）（現任） 

(注１) ― 

取締役 
豊 田 哲 朗 

（昭和37年11月10日生） 

昭和61年４月 

  

平成13年７月 

平成20年５月 

  

 

平成21年９月 

  

平成24年６月 

  

平成25年６月 

  

平成26年２月 

東京海上火災保険㈱（現東京海上日動火災保険㈱）

入社 

㈱MKSパートナーズ入社 パートナー 

デロイトトーマツFAS㈱（現デロイトトーマツファイ

ナンシャルアドバイザリー㈱）入社 契約アドバイザ

ー 

㈱産業革新機構入社 投資事業グル―プ マネージン

グディレクター 

同社投資事業グループ 執行役員マネージングディレ

クター 

同社専務執行役員マネージングディレクター（現

任） 

当社取締役（非常勤）（現任） 

(注１) ― 
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役名および職名 
  

氏名 
(生年月日) 

略歴 任期 
所有株式数

(株) 

取締役 
岩 﨑 二 郎 

（昭和20年12月６日生） 

昭和49年４月 

平成８年６月 

平成10年６月 

平成18年６月 

  

平成20年３月 

 同 年10月 

平成21年６月 

平成23年３月 

 同 年４月 

平成27年３月 

 同 年４月 

平成28年３月 

 同 年６月 

東京電気化学工業㈱（現TDK㈱）入社 

同社取締役 人事教育部長 

同社常務取締役 記録メディア事業本部長 

同社取締役専務執行役員 アドミニストレーショング

ループ ジェネラルマネージャー 

GCAサヴィアン㈱社外監査役 

JVCケンウッドホールディングス㈱社外取締役 

同社取締役執行役員常務 コーポレート戦略部長 

SBSホールディングス㈱社外監査役 

帝京大学経済学部経営学科教授 

SBSホールディングス㈱社外取締役（現任） 

GCAサヴィアン㈱常勤監査役 

同社取締役 常勤監査等委員（現任） 

当社取締役（非常勤）（現任） 

(注１) ― 

監査役 

(常勤) 

  
福  田  和  樹 

(昭和25年11月15日生) 

昭和49年４月 

平成12年４月 

 同 年12月 

平成17年７月 

  

平成22年６月 

 同 年同月 

平成24年６月 

 同 年同月 

日本電気㈱入社 

同社経理部管理室長 

日電（中国）有限公司副総経理 

NECソフト㈱（現NECソリューションイノベータ㈱）

執行役員 

同社執行役員退任 

NECモバイリング㈱（現MXモバイリング㈱）監査役 

同社監査役退任 

当社監査役(常勤)(現任) 

(注２) 4,100 

監査役 
清 水 芳 信 

(昭和19年10月26日生) 

昭和48年３月 

平成13年７月 

  

平成14年５月 

平成18年２月 

  同  年３月 

平成19年６月 

平成20年３月 

平成22年３月 

  同  年同月 

  同  年６月 

平成24年６月 

公認会計士登録 

新日本監査法人(現 新日本有限責任監査法人)常任

理事 

同監査法人副理事長 

監査法人退所 

キヤノン㈱監査役 

三菱UFJ信託銀行㈱監査役(現任) 

キヤノン電子㈱監査役 

キヤノン㈱監査役退任 

キヤノン電子㈱監査役退任 

当社監査役(非常勤)(現任) 

大王製紙㈱監査役(現任) 

(注３) 1,500 

監査役 
山 﨑 和 義 

(昭和24年７月19日生) 

昭和58年４月 

昭和62年４月 

平成16年６月 

平成20年４月 

平成26年６月 

弁護士登録 

山﨑法律事務所 代表弁護士（現任） 

ケンコーマヨネーズ㈱監査役（現任） 

第一東京弁護士会副会長 

当社監査役（非常勤）（現任） 

(注３) ― 

監査役 
関 根   武 

(昭和36年２月19日生) 

平成３年10月 

  
平成７年８月 

平成14年４月 

平成18年７月 

平成21年12月 

  
平成24年６月 

  

平成25年10月 

監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）

入所 

公認会計士登録 

経済産業省経済産業政策局勤務 

監査法人トーマツ復職 

㈱産業革新機構入社 ビジネス統括グループ マネー

ジングディレクター 

同社経営管理グループ ポートフォリオ管理室 執行

役員 マネージングディレクター（現任） 

当社監査役（非常勤）（現任） 

(注４) ― 

計 14,700 
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(注) １  平成28年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会終結の時まで 

２  平成28年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会終結の時まで 

３  平成26年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会終結の時まで 

４  平成25年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会終結の時まで 

５  取締役  勝又幹英氏、豊田哲朗氏、岩﨑二郎氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

６  監査役  福田和樹氏、清水芳信氏、山﨑和義氏、関根武氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

ります。 

７  当社は、執行役員制度を導入しております。提出日現在における取締役兼務者以外の執行役員は次のとおり

であります。 

柴田英利、高橋恒雄、横田善和、大村隆司、野﨑雅彦、 

 川嶋学、Michael Hannawald、Ali Sebt、日高秀人、真岡朋光 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスの体制および当該体制を採用する理由 

①  当社は、企業価値を継続的に高めていくためには、経営を効率的に遂行するとともに、経営の健全性と透明

性を確保することが重要であると認識し、コーポレート・ガバナンスの充実に向けて、経営体制の整備およ

び諸施策の実施に取り組んでおります。 

②  当社は、監査役会設置会社であり、監査役により取締役の職務執行を監査するコーポレート・ガバナンス体

制を構築しております。事業の知識と経験を有する常勤監査役が、会計監査人、内部監査部門である内部監

査室その他の関係部門と連携をはかりつつ質の高い情報を効果的に収集し、独立性の高い社外監査役を含め

た監査役会が、その情報を様々な視点から客観的に分析することを通じ、本体制は十分機能しており、当社

のコーポレート・ガバナンスに適していると考えております。 

③  当社の取締役会は、３名の社外取締役を含む５名の取締役で構成されており、原則として月に１回定時に開

催するほか、必要に応じて臨時に開催し、経営上の重要な意思決定を機動的かつ迅速に行うとともに、取締

役の職務執行の監督を行っております。 

④  当社の監査役会は、４名の社外監査役（うち１名は常勤監査役）で構成されており、原則として月に１回定

時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催しており、監査方針などを決定するとともに、各監査役から監

査状況などの報告を受けております。なお、監査役のうち３名は財務および会計に関する相当程度の知見を

有しております。 

⑤  当社は、事業執行責任の明確化および業務執行に関する意思決定の迅速化をはかるため、執行役員制度を導

入するとともに、取締役会で定める執行役員の業務担当事項および「稟議決裁基本規則」により適切な権限

委譲を行っております。 

⑥  当社は、取締役会付議案件については、事前審議が不要なものを除き、原則として、常勤取締役および執行

役員常務で構成される経営会議で事前審議を行うことにより、審議の充実を図っております。 

  

(2) 社外役員 

①  社外役員の選任状況 

当社は、積極的に外部の視点を取り入れ、多角的に経営課題に対処するため、多様な経験や専門知識を有す

る社外役員として、５名の取締役のうち、３名を社外取締役とするとともに、４名の社外監査役を選任してお

ります。また、当社の業績およびガバナンス向上のために、的確かつ客観的な助言と判断をいただける優れた

人材を求め、社外取締役である勝又幹英氏、豊田哲朗氏および岩﨑二郎氏を、また社外監査役のうち清水芳信

氏、山﨑和義氏および関根武氏を、独立役員として東京証券取引所に届け出ております。 

②  社外役員の機能および役割 

社外取締役の勝又幹英氏および豊田哲朗氏は、㈱産業革新機構において幅広い投資事業に携わることにより

培われた豊富な知識、経験や高い見解などを活かして、当社の経営全般に対する監督およびチェック機能を発

揮しております。 

社外取締役の岩﨑二郎氏は、長年にわたり複数の会社で役員を務め、事業運営の経験を有するとともに、現

在も他社で取締役 常勤監査等委員などを務めており、これらにより培われた豊富な知識、経験や高い見識等を

活かして、当社の経営全般に対する監督およびチェック機能を発揮しております。 

社外監査役の福田和樹氏は、当社の社外監査役を４年間務め、当社の事業内容に精通しており、また、日本

電気㈱において長年にわたる経理業務経験を有するとともに、同社の子会社において執行役員として事業運営

に携わった経験を有しており、それらの経歴を通じて培われた豊富な知識、経験や高い見識などを活かして、

当社の経営全般に対する監査機能を発揮しております。 

社外監査役の清水芳信氏は公認会計士として、長年にわたる実務を通じて、専門的な知識、豊富な経験、高

い見識などを有しており、財務および会計の視点から、独立公正な立場で、当社の経営全般に対する監査機能

を発揮しております。 

 社外監査役の山﨑和義氏は弁護士として、長年にわたる実務を通じて、専門的な知識、豊富な経験、高い見

識などを有しており、法律的な視点から、独立公正な立場で、当社の経営全般に対する監査機能を発揮してお

ります。 
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社外監査役の関根武氏は、公認会計士としての専門的な知識、経験や高い見識などを有しており、これらを

活かして当社の経営全般に対する監査機能を発揮しております。 

③ 社外役員との関係 

社外取締役の勝又幹英氏および豊田哲朗氏ならびに社外監査役の関根武氏は、それぞれ㈱産業革新機構の業

務執行者であります。同社は、当社株式の69.15％を所有する主要株主であります。同社との取引関係はありま

せんが、同社と取引などを行う場合の取引条件については、非支配株主の利益を害することがないよう、当社

と関連を有しない第三者との取引条件と同等のものとすることを基本方針としております。また、取引内容に

応じ、社内の稟議決裁手続き、取締役会での決議などにより、取引の公正性を確認した上で実施することと

し、同社から就任した取締役が特別利害関係人に該当する場合には、当社取締役会の決議に参加しないことと

しております。 

社外監査役の福田和樹氏および清水芳信氏の過去および現在における兼職先には当社との間に取引関係があ

るものが含まれますが、その規模・性質から、投資者などに影響を及ぼすものではなく、また、独立役員であ

る清水芳信氏の独立性に影響を及ぼすものではないと判断しております。福田和樹氏および清水芳信氏いずれ

の兼職先とも、当社は、人的関係、資本的関係またはその他の利害関係はありません。 

社外取締役の岩﨑二郎氏および社外監査役の山﨑和義氏いずれの兼職先とも、当社は、人的関係、資本的関

係、取引関係またはその他の利害関係はありません。 

④ 社外役員を選任するための独立性に関する基準または方針 

当社は、社外役員を選任するための独立性に関する特段の基準または方針について、現時点ではその策定を

検討中のため設けておりませんが、㈱東京証券取引所が一般株主と利益相反の生じるおそれがあると判断する

場合の判断要素を参考に、社外取締役３名および社外監査役３名を独立役員として㈱東京証券取引所に届け出

ております。また、残る社外監査役につきましては、事業運営および経理業務を通じて培われた知識、経験や

見識などに基づき、経営全般に対する監査機能を発揮していただけるものと判断し選任しております。 

⑤  社外役員と内部監査、監査役監査および会計監査との相互連携ならびに内部統制部門との関係 

社外取締役をサポートする専任スタッフは配置しておりませんが、法務統括部スタッフなどが、適時、サポ

ートを行っております。 

社外監査役のサポート体制として、監査役室に専任スタッフ４名を配置してその職務遂行を補助しておりま

す。また、監査役会の運営においては、常勤監査役から当社の経営動向の説明、監査活動報告などを、非常勤

監査役から他社事例の紹介などを行い、監査活動に関する情報共有をはかっております。 

また、取締役会および経営会議で審議される案件のうち、特に内部統制に係る重要事項については、社外取

締役および社外監査役の要望に応じ、適時、内部統制部門（法務統括部、経理・財務統括部、経営企画統括部

など）が連携して事前および事後の説明を行っております。 

取締役会および監査役会の開催にあたっては、法務統括部スタッフが取締役会審議に関係する通知、資料な

どを、監査役室スタッフが監査役会審議に関係する通知、資料などをそれぞれ提供するなど、各会議の事前準

備のため、適時に十分な情報提供を行うことに努めるとともに、社外取締役からの質問、指摘などに対しては

法務統括部スタッフが、社外監査役からの質問、指摘などに対しては監査役室スタッフがそれぞれ社内関係部

門への調査などを行い、迅速に回答しております。 

経理・財務統括部を中心とする内部統制部門および内部監査部門である内部監査室は、会計監査人による円

滑な監査の遂行に必要なサポートを行うとともに、社外取締役および社外監査役の求めに応じて、適時、的確

な情報提供を行うことで、社外取締役および社外監査役と会計監査人の連携を実現しております。 

また、社外取締役および社外監査役は、取締役会などを通じて内部監査の状況報告を受けるなど、内部監査

室と連携し、実効性のある監督を実現しております。 

  

(3) 内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況（当社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備

の状況を含む） 

①  内部統制システムに関する基本的な考え方およびその整備状況 

 当社は、会社法第362条第４項第６号ならびに会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制

（内部統制システム）の整備に関する基本方針を取締役会において決議し、本基本方針に基づいて体制の整

備を実施しております。本基本方針は、当社ホームページ（https://www.renesas.com/ja-jp/about/ir/comp
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any/governance.html）に掲載のとおりですが、その概要は、次のとおりであります。 

＜取締役、執行役員および従業員（以下「社員等」という。）の職務の執行が法令および定款に適合すること

を確保するための体制＞ 

・取締役は、企業倫理の確立ならびに社員等による法令、定款および社内規則の遵守の確保を目的として制

定した「ルネサス エレクトロニクスグループＣＳＲ憲章」および「ルネサス エレクトロニクスグループ

行動規範」を率先垂範するとともに、当社および子会社（以下「ルネサス エレクトロニクスグループ」と

いう。）の社員等に対し、周知徹底し、遵守させる。 

・取締役は、「ルネサス エレクトロニクスグループコンプライアンス基本規則」においてコンプライアンス

の推進体制・啓発活動等の基本的事項を定め、内部統制推進委員会にコンプライアンスに関する事項の審

議・決定を行わせ、ルネサス エレクトロニクスグループを対象にした研修等を実施し、徹底を図る。 

・取締役は、ルネサス エレクトロニクスグループにおけるコンプライアンス違反またはそのおそれのある事

実に関する内部通報窓口であるルネサス エレクトロニクスグループホットラインを設置し、ルネサス エ

レクトロニクスグループの社員等および取引先からの通報を受け付ける。また、通報者の希望により匿名

性を保障するとともに、通報者は何らの不利益を被ることがないことを周知する。 

・取締役は、反社会的勢力とは一切の関係を遮断するとともに、外部専門機関と連携し、毅然とした態度で

組織的に対応する。 

＜取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制＞ 

・取締役は、法令に従い、株主総会議事録、取締役会議事録等その作成および保存に関し法令の定めがある

文書等を適切に作成、保存、管理するとともに、「文書管理・保存基本規則」に基づき、社員等の職務に

関する各種の文書、帳票類等を適切に作成、保存、管理する。 

＜損失の危険の管理に関する規程その他の体制＞ 

・リスク管理に係る基本的事項を「リスクおよび危機管理基本規則」に定め、この規則に沿ったリスク管理

体制を整備し、構築する。 

・各執行役員および各部門長は、その担当として定められたリスクの具現化の予防策および具現化した場合

の対応策を予め定めることにより、損失の極小化を図る。 

・リスクが具現化した場合、その重大性に応じ、執行役員は、「リスクおよび危機管理基本規則」に従い、

自らを長とする適切な組織体を設置し、その対応にあたる。 

・取締役は、金融商品取引法等、適用される国内外の法令等に基づき、ルネサス エレクトロニクスグループ

の財務報告に係る内部統制の評価、維持、改善等を行う。 

＜取締役の職務執行の効率性の確保に関する体制＞  

・取締役は、取締役会を月に１回定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、機動的な意思決定を行

う。 

・取締役は、執行役員制度を導入し、取締役会において経営上の重要な意思決定を迅速に行うとともに、職

務執行の監督を行う。また、取締役会付議案件のうち経営上の重要事項の事前審議を経営会議において行

い、審議の充実を図る。 

・執行役員（取締役兼務者を含む。）は、本部長その他の従業員に対し、権限委譲を行うことにより、事業

運営に関して迅速な意思決定を行う。執行役員、本部長その他の従業員の職務権限の行使は、「稟議決裁

基本規則」に基づき、適正かつ効率的に行う。 

・執行役員（取締役兼務者を含む。）は、取締役会で定める執行役員の業務担当事項に基づき、機動的かつ

効率的に職務を執行するとともに、取締役会で定めた経営計画および予算の進捗状況を定期的に確認す

る。 

＜企業集団における業務の適正を確保するための体制＞ 

・取締役は、「ルネサス エレクトロニクスグループＣＳＲ憲章」、「ルネサス エレクトロニクスグループ

行動規範」および「ルネサス エレクトロニクスグループコンプライアンス基本規則」に基づき、ルネサス 

エレクトロニクスグループ全体のコンプライアンス体制を整備するため、子会社に対し必要な指導および

支援を行う。 

・取締役は、「関係会社管理運営規則」に基づき、業務主管部門および関係会社主管部門を通じて、子会社

の日常的な管理、指導および支援を行うとともに、子会社の取締役の職務の執行に係る事項について定期

的な報告を行わせる。 
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・取締役は、リスク管理を担当する部門を通じ、子会社において、リスク管理および危機管理に関する規程

の制定、危機発生時の連絡網および行動計画の作成等を行わせる。 

・取締役は、内部統制推進委員会等を通じ、ルネサス エレクトロニクスグループ共通の意思決定ルールの策

定およびグループガバナンスの方針決定等を行う。 

・取締役は、ルネサス エレクトロニクスグループ全体の業務の適正性を確保するため、内部監査室にルネサ

ス エレクトロニクスグループの監査を行わせるとともに、主要な子会社に、内部監査機能を持つ部門また

は個人を配置し、内部監査室および子会社監査役との連携を図らせる。 

＜監査役の職務を補助すべき従業員および当該従業員の取締役からの独立性に関する事項＞ 

・取締役は、監査役の職務遂行を補助する専任スタッフからなる監査役室を設置する。当該専任スタッフの

人事考課、異動、懲戒等については、常勤監査役との事前の協議を要するとともに、当該スタッフは、監

査役補助業務について取締役の指揮・監督を受けない。 

＜ルネサス エレクトロニクスグループの社員等および子会社監査役等が監査役に報告するための体制、ならび

に当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制＞ 

・ルネサス エレクトロニクスグループの社員等は、監査役の求めに応じて、随時その職務の執行状況その他

に関する報告を行う。 

・内部監査室は、監査役に対し、ルネサス エレクトロニクスグループに係る内部監査報告書を提出し、ま

た、監査役が出席する取締役会において内部監査結果を報告する。 

・内部統制推進委員会は、監査役に対し、ルネサス エレクトロニクスグループホットラインによるルネサス

エレクトロニクスグループの社員等からの通報状況を定期的に報告する。 

・当社は、監査役へ報告をしたルネサス エレクトロニクスグループの社員等および子会社監査役等に対し、

当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を「ルネサス エレクトロニク

スグループホットライン基本規則」および社内サイトにおいて明記する。 

＜監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる

費用または債務の処理に係る方針に関する事項＞ 

・当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求

に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと証明された場合を除き、当該費用または

債務を負担する。 

＜その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制＞ 

・監査役は、取締役会に出席するほか、監査役が必要と認める重要な会議に出席することができる。取締役

は、会社の重要情報に対する監査役のアクセス権限を保障する。 

・監査役は、原則として月１回以上監査役会を開催し、監査実施状況等について情報の交換・協議を行うと

ともに、会計監査人から定期的に会計監査に関する報告を受け、意見交換を行う。 

②  「内部統制推進委員会」を原則として２か月に１回開催し、当社グループにおける、内部統制関連業務に係

るPDCAサイクルの監督や、内部統制システムに係わる重要なコンプライアンス違反行為などが発生した場合

の原因究明、再発防止策等の審議、検討を行っております。 

  

(4) 内部監査、監査役監査および会計監査の状況 

①  内部監査 

(a) 内部監査の概況 

内部監査については、10名からなる内部監査室が、事業執行部門、スタッフ部門、連結子会社など、当社

の経営組織の業務執行につき、コンプライアンス、リスク管理および内部統制の観点から、業務執行部門と

は独立した第三者的立場から検証・評価し、問題があれば具体的な是正・改善施策を提言しております。 

(b) 内部監査部門と内部統制部門との関係 

内部監査室は、必要に応じて内部統制部門を含む社内各部門へヒアリング調査などを行い、適時、的確な

情報収集を行っております。 

(c) 内部監査部門と会計監査人との関係 

 内部監査室は、定期的に情報交換を行う等、会計監査人と相互連携を図っております。 

 

― 46 ―



②  監査役監査 

(a) 監査役監査の概況 

監査役監査については、原則として月に１回定時に監査役会を開催するほか、必要に応じて監査役会を臨

時に開催しており、監査方針などを決定するとともに、各監査役から監査状況などの報告を行っておりま

す。各監査役は、監査役会の定めた監査方針などに従い、取締役会その他の重要な会議への出席、取締役、

執行役員および従業員（内部統制部門を含みます。）からの事業報告および職務執行状況の聴取、重要な決

裁書類などの閲覧、業務および財産の状況（コンプライアンス体制、内部統制システムを含みます。）の調

査、子会社の調査などにより、取締役の職務執行を監査しております。 

(b) 監査役と内部監査部門の連携状況 

常勤監査役は、内部監査室長と定期的に会合をもち、内部監査の結果を聴取するとともに、改善提案事項

に関する意見交換を行うなどして、相互連携を図っております。 

(c) 監査役と会計監査人の連携状況 

各監査役は、会計監査人に対して随時、監査についての報告を求めております。また、監査役会と会計監

査人との間で定期的な会合を実施し、会計監査計画、実施結果などについての報告を聴取するとともに、監

査活動などに関する意見交換を必要に応じて随時実施し、相互連携をはかっております。さらに常勤監査役

は、会計監査人の行う主要な会社資産（たな卸資産など）の実査に立会い、適正な処理が行われていること

を確認しております。 

③  会計監査 

(a) 会計監査の概況 

会計監査については、新日本有限責任監査法人を会計監査人として選任しております。当連結会計年度に

おいて当社の会計監査を行った指定有限責任社員および業務執行社員である公認会計士は、剣持宣昭氏およ

び花藤則保氏であります。また、監査業務に係る補助者は、公認会計士および公認会計士試験合格者などで

あります。 

(b) 会計監査人と内部統制部門との関係 

会計監査人は、会計監査において、必要に応じて内部統制部門を含む社内各部門へヒアリング調査などを

行い、適時、的確な情報収集を行っております。 
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なお、上記(1)から(4)の内容を模式図にすると、以下のとおりとなります。 
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(5) 当連結会計年度の役員報酬の内容 

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

(注) １  当連結会計年度末現在の取締役は５名（うち社外取締役２名）、監査役は４名（うち社外監査役は４名）で

すが、上記人員数には、平成27年６月24日開催の第13期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名

が含まれております。 

２  取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まれておりません。なお、使用人兼務取

締役に対する使用人分の給与として重要なものはありません。 

３  株主総会決議による取締役の報酬等の限度額は月額30百万円（うち社外取締役分は月額６百万円以内）であ

ります(平成22年２月24日臨時株主総会決議)。 

４  株主総会決議による監査役の報酬等の限度額は月額12百万円であります（平成22年２月24日臨時株主総会決

議）。 

  

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等 

(注) 連結報酬等の総額が１億円以上である者に限定して記載しております。 

  

ハ 役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針 

  取締役の報酬については、月額報酬（同業他社の役員報酬の水準および当社取締役としての責務に相応す

る適正な水準を考慮のうえ職位に応じて設定）、賞与（当社グループの前年度の最終利益率をベースに役職

毎に設定した基準額等を踏まえて、代表取締役社長兼ＣＥＯが決定）、および株式報酬型ストックオプショ

ン（当社グループの直近３年間の最終利益率をベースに役職毎に設定した基準額を踏まえて、取締役会が決

定）により構成され、平成28年６月28日開催の第14期定時株主総会で承認された年額500百万円以内（うち社

外取締役100百万円以内）の範囲内）において支給しております。但し、社外取締役に対しては、その役割・

位置づけを考慮し、賞与および株式報酬型ストックオプションを支給しておりません。また、執行役員を委

嘱されている取締役には、上記のほか、執行役員としての月額報酬および株式報酬型ストックオプションを

支給することとしています。 

 また、各監査役の報酬については、同業他社の監査役報酬の水準および当社監査役としての責務に相応す

る適正な水準を考慮のうえ株主総会で承認された範囲内（月額12百万円以内）において、当社取締役の報酬

および当社従業員の給与水準等を勘案し、監査役の協議に基づき、月額報酬を支給しております。 

  

(6) 取締役の定数 

当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。 

  

(7) 取締役の選任および解任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、およびその決議は累積投票によらない旨定款に定めておりま

す。 

  

(8) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものであります。  

 

役員区分 
報酬等の総額 
(百万円) 

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の人数

(人) 基本報酬 
ストック 
オプション 

賞与 退職慰労金 

取締役 
(社外取締役を除く) 

289 77 ― 212 ― ４ 

社外役員 32 32 ― ― ― ３ 
 

氏名 
連結報酬等 
の総額 
(百万円) 

役員区分 会社区分 
報酬等の種類別の総額(百万円) 

基本報酬 
ストック 
オプション 

賞与 退職慰労金 

遠藤 隆雄 126 取締役 提出会社 26 ― 100 ― 
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(9) 取締役会で決議することができる株主総会決議事項 

当社は、取締役会の決議をもって、会社法第165条第２項の規定に基づき自己株式の取得を行うことができる旨

および会社法第454条第５項の規定に基づき中間配当を行うことができる旨定款に定めております。 

これは、自己株式の取得および中間配当を、経営環境の変化に対応してより機動的に実施できるようにするた

めであります。 

また、当社は、取締役および監査役が期待される役割を十分に発揮できるように会社法第426条第１項の規定に

基づき、取締役会の決議をもって、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含みます。)および監査

役（監査役であった者を含みます。)の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めて

おります。 

  

(10)責任限定契約の内容の概要 

当社は、社外取締役および社外監査役（常勤監査役を除く。）との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、当社定款に基づき、同法第425条第

１項に定める最低責任限度額としております。 

  

(11)株式の保有状況 

①  投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数および貸借対照表計上額の合計額 

9銘柄、86百万円 

②  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額および保有

目的 

前事業年度 
特定投資株式 

  

  
みなし保有株式 

  

  
当事業年度 
 該当事項はありません。 

  

③  保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度および当事業年度における貸借対照表計上額の合計額な

らびに当事業年度における受取配当金、売却損益および評価損益の合計額 

該当事項はありません。 

 

銘柄 
株式数 
(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

保有目的 

㈱立花エレテック 275,000 414 業務提携および資本提携に伴い保有 

㈱フーマイスターエレクトロニクス 50,000 83 業務提携および資本提携に伴い保有 

㈱メルコホールディングス 10,400 23 営業取引関係の維持、強化のための保有 
パナソニック㈱ 7,590 12 営業取引関係の維持、強化のための保有 

 

銘柄 
株式数 
(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

当社が有する権限の内容 

㈱リョーサン 604,700 1,785 

議決権の行使に関する指図権を保有 
三信電気㈱ 1,049,000 1,044 

新光商事㈱ 622,000 756 

佐鳥電機㈱ 358,500 291 
萩原電気㈱ 147,500 270 
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(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

  

② 【その他重要な報酬の内容】 

(前連結会計年度) 

当社の主要な連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているErnst & Youngのメン

バーファームと監査証明業務および非監査業務の契約を締結しており、報酬の総額は149百万円であります。 

(当連結会計年度) 

当社の主要な連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているErnst & Youngのメン

バーファームと監査証明業務および非監査業務の契約を締結しており、報酬の総額は140百万円であります。 

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

(前連結会計年度) 

 当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、ＩＴ全般統制評価作業

の効率化に関する助言業務について対価を支払っております。 

(当連結会計年度) 

 当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、国際財務報告基準

(IFRS)の任意適用に関する検討のための情報提供・助言業務などについて対価を支払っております。 

  
④ 【監査報酬の決定方針】 

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬については、監査日数、会社の規模、業務の特性等の要素を総合的

に勘案し決定しております。 

  

 

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円) 

非監査業務に 
基づく報酬(百万円) 

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円) 

非監査業務に 
基づく報酬(百万円) 

提出会社 169 1 95 17 

連結子会社 37 1 27 1 

計 206 2 122 18 
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第５ 【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表および財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」)に基づいて作成しております。 

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成27年４月１日から平成28年３月31

日まで)の連結財務諸表および事業年度(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)の財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて 

当社は、以下のとおり連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。 

①会計基準等の内容を適切に把握し、または会計基準等の変更などについて的確に対応することができる体制を整

 備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、会計基準設定主体の行うセミナーに参加するとともに、

 社内規程やマニュアルを整備し随時更新を行っております。 

②将来の国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用に備え、ＩＦＲＳに準拠した会計方針・社内規程等の整備を進めて

 おります。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 344,000 398,673 

    受取手形及び売掛金 91,471 81,866 

    商品及び製品 ※1  38,203 ※1  39,028 

    仕掛品 ※1  66,761 ※1  62,950 

    原材料及び貯蔵品 ※1  6,457 ※1  6,376 

    繰延税金資産 1,529 1,738 

    未収入金 14,174 16,155 

    その他 8,560 5,146 

    貸倒引当金 △92 △89 

    流動資産合計 571,063 611,843 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 246,883 219,651 

        減価償却累計額 ※3  △172,963 ※3  △155,034 

        建物及び構築物（純額） ※1  73,920 ※1  64,617 

      機械及び装置 648,927 590,383 

        減価償却累計額 ※3  △593,694 ※3  △532,480 

        機械及び装置（純額） ※1  55,233 ※1  57,903 

      車両運搬具及び工具器具備品 107,251 102,494 

        減価償却累計額 ※3  △90,506 ※3  △85,791 

        
車両運搬具及び工具器具備品（純
額） 

16,745 16,703 

      土地 ※1  27,277 ※1  22,516 

      建設仮勘定 8,640 11,307 

      有形固定資産合計 181,815 173,046 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 9,743 10,111 

      その他 18,509 14,987 

      無形固定資産合計 28,252 25,098 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 ※2  8,108 ※2  6,196 

      退職給付に係る資産 946 1,574 

      繰延税金資産 2,106 1,796 

      長期前払費用 35,024 27,209 

      その他 12,774 2,617 

      貸倒引当金 △1 △3 

      投資その他の資産合計 58,957 39,389 

    固定資産合計 269,024 237,533 

  資産合計 840,087 849,376 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    電子記録債務 9,275 9,246 

    支払手形及び買掛金 76,364 76,882 

    1年内返済予定の長期借入金 6,700 ※1  25,000 

    リース債務 ※1  1,135 ※1  5,229 

    未払金 37,337 33,161 

    未払費用 36,875 31,246 

    未払法人税等 5,785 5,041 

    製品保証引当金 366 376 

    事業構造改善引当金 3,871 4,273 

    偶発損失引当金 252 271 

    資産除去債務 2,089 116 

    その他 6,009 7,690 

    流動負債合計 186,058 198,531 

  固定負債     

    長期借入金 ※1  246,505 ※1  213,806 

    リース債務 ※1  5,385 307 

    繰延税金負債 11,641 9,934 

    事業構造改善引当金 2,980 110 

    退職給付に係る負債 50,489 31,850 

    資産除去債務 2,862 2,744 

    その他 22,258 10,355 

    固定負債合計 342,120 269,106 

  負債合計 528,178 467,637 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 228,255 10,000 

    資本剰余金 525,413 191,919 

    利益剰余金 △475,815 162,226 

    自己株式 △11 △11 

    株主資本合計 277,842 364,134 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 716 316 

    為替換算調整勘定 13,716 △201 

    退職給付に係る調整累計額 17,255 15,230 

    その他の包括利益累計額合計 31,687 15,345 

  非支配株主持分 2,380 2,260 

  純資産合計 311,909 381,739 

負債純資産合計 840,087 849,376 
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 

【連結損益計算書】 

  

  

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上高 791,074 693,289 

売上原価 ※1  472,303 ※1  387,713 

売上総利益 318,771 305,576 

販売費及び一般管理費 ※2,※3  214,344 ※2,※3  201,794 

営業利益 104,427 103,782 

営業外収益     

  受取利息 888 680 

  受取配当金 129 127 

  持分法による投資利益 273 5 

  為替差益 4,626 30 

  受取保険金 328 884 

  その他 1,458 1,263 

  営業外収益合計 7,702 2,989 

営業外費用     

  支払利息 3,166 2,851 

  固定資産廃棄損 456 483 

  退職給付費用 1,552 - 

  その他 1,620 1,337 

  営業外費用合計 6,794 4,671 

経常利益 105,335 102,100 

特別利益     

  固定資産売却益 ※4  1,259 ※4  1,964 

  事業譲渡益 ※5  20,045 261 

  投資有価証券売却益 146 311 

  債務消滅益 ※6  1,694 - 

  特別利益合計 23,144 2,536 

特別損失     

  固定資産売却損 ※7  175 ※7  171 

  減損損失 ※8  1,173 ※8  350 

  事業構造改善費用 ※8,※9  30,141 ※8,※9  12,702 

  投資有価証券売却損 30 155 

  関係会社清算損 498 - 

  偶発損失引当金繰入額 274 88 

  支払補償費 ※10  1,897 - 

  関係会社株式売却損 129 385 

  持分変動損失 62 - 

  特別損失合計 34,379 13,851 

税金等調整前当期純利益 94,100 90,785 

法人税、住民税及び事業税 8,725 6,018 

法人税等調整額 460 △1,696 

法人税等合計 9,185 4,322 

当期純利益 84,915 86,463 

非支配株主に帰属する当期純利益 2,550 171 

親会社株主に帰属する当期純利益 82,365 86,292 
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【連結包括利益計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当期純利益 84,915 86,463 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 103 △360 

  為替換算調整勘定 14,026 △14,200 

  退職給付に係る調整額 23,430 △2,037 

  持分法適用会社に対する持分相当額 70 △28 

  その他の包括利益合計 ※1  37,629 ※1  △16,625 

包括利益 122,544 69,838 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 120,031 69,950 

  非支配株主に係る包括利益 2,513 △112 
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③ 【連結株主資本等変動計算書】 

  前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

  

  

  

  

  

  

  (単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 228,255 525,413 △533,106 △11 220,551 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
    △25,074   △25,074 

会計方針の変更を反映 

した当期首残高 
228,255 525,413 △558,180 △11 195,477 

当期変動額           

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
    82,365   82,365 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
          

当期変動額合計 － － 82,365 － 82,365 

当期末残高 228,255 525,413 △475,815 △11 277,842 
 

  
その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
為替換算調整勘定

退職給付に係る 

調整累計額 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 572 △347 △6,175 △5,950 12,713 227,314 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
          △25,074 

会計方針の変更を反映 

した当期首残高 
572 △347 △6,175 △5,950 12,713 202,240 

当期変動額             

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
          82,365 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
144 14,063 23,430 37,637 △10,333 27,304 

当期変動額合計 144 14,063 23,430 37,637 △10,333 109,669 

当期末残高 716 13,716 17,255 31,687 2,380 311,909 
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  当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日) 

  

  

  

  

  

  

 

  (単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 228,255 525,413 △475,815 △11 277,842 

当期変動額           

資本金から剰余金への

振替 
△218,255 218,255     － 

欠損填補   △551,749 551,749   － 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
    86,292   86,292 

自己株式の取得       0 0 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
          

当期変動額合計 △218,255 △333,494 638,041 0 86,292 

当期末残高 10,000 191,919 162,226 △11 364,134 
 

  
その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
為替換算調整勘定

退職給付に係る 

調整累計額 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 716 13,716 17,255 31,687 2,380 311,909 

当期変動額             

資本金から剰余金への

振替 
          － 

欠損填補           － 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
          86,292 

自己株式の取得           0 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
△400 △13,917 △2,025 △16,342 △120 △16,462 

当期変動額合計 △400 △13,917 △2,025 △16,342 △120 69,830 

当期末残高 316 △201 15,230 15,345 2,260 381,739 
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 94,100 90,785 

  減価償却費 54,834 49,691 

  長期前払費用償却額 11,788 12,691 

  減損損失 1,173 350 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △9,391 △21,109 

  事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △836 △403 

  偶発損失引当金の増減額（△は減少） 278 19 

  受取利息及び受取配当金 △1,017 △807 

  受取保険金 △328 △884 

  支払利息 3,166 2,851 

  持分法による投資損益（△は益） △273 △5 

  投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △116 △156 

  関係会社清算損益（△は益） 498 - 

  関係会社株式売却損益（△は益） 129 385 

  固定資産売却損益（△は益） △1,084 △1,793 

  事業構造改善費用 23,944 5,779 

  事業譲渡損益（△は益） △20,045 △261 

  売上債権の増減額（△は増加） △7,286 5,213 

  たな卸資産の増減額（△は増加） 15,876 901 

  未収入金の増減額（△は増加） 9,258 1,956 

  仕入債務の増減額（△は減少） △17,387 3,620 

  未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △6,995 △11,668 

  その他 △6,246 △17 

  小計 144,040 137,138 

  利息及び配当金の受取額 1,089 886 

  保険金の受取額 328 884 

  利息の支払額 △3,167 △2,858 

  法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △6,435 △5,819 

  特別退職金の支払額 △18,943 △3,935 

  和解金の支払額 △166 - 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 116,746 126,296 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形固定資産の取得による支出 △39,274 △42,950 

  有形固定資産の売却による収入 2,294 9,120 

  無形固定資産の取得による支出 △5,439 △4,401 

  長期前払費用の取得による支出 △2,671 △2,543 

  投資有価証券の取得による支出 △626 △656 

  投資有価証券の売却による収入 944 1,287 

  子会社株式の取得による支出 △3,200 - 

  関係会社株式の売却による収入 967 584 

  事業譲渡による収入 ※2  18,170 262 

  事業譲渡による支出 △448 - 

  貸付金の回収による収入 1,400 4,550 

  その他 1,280 1,196 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △26,603 △33,551 
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                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） △2,000 - 

  長期借入れによる収入 3,000 - 

  長期借入金の返済による支出 △9,786 △14,399 

  ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,461 △1,154 

  割賦債務の返済による支出 △12,515 △14,786 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △23,762 △30,339 

現金及び現金同等物に係る換算差額 11,444 △7,718 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 77,825 54,688 

現金及び現金同等物の期首残高 265,897 343,722 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  343,722 ※1  398,410 
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【注記事項】 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

１  連結の範囲に関する事項 
本連結財務諸表は、全ての子会社を連結の範囲に含めております。 
連結子会社の数  30社 

主な連結子会社の名称は、「第１ 企業の概況 ４．関係会社の状況」に記載しているため、省略してお
ります。 

   (合併により減少した会社 １社） 
ルネサスシステムデザイン㈱は平成27年４月１日付で同じく連結子会社の㈱ルネサスソリューションズに
吸収合併されており、連結の範囲から除外されております。また㈱ルネサスソリューションズはルネサス
システムデザイン㈱に商号変更しております。 

  
２  持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法適用関連会社数  2社 

主な持分法適用関連会社の名称 
㈱ルネサスイーストン 
他１社 

   (売却により減少した会社１社） 
(2) 持分法を適用していない関連会社 

㈱半導体理工学研究センターは、当期純利益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）な
どからみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要
性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、連結決算日現在で仮決算を行った
財務諸表を利用しております。 

  
３  会計方針に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 
①  有価証券 

その他有価証券 
・時価のあるもの 
期末日の市場価格等に基づく時価法 

  （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
・時価のないもの 
移動平均法による原価法 

②  デリバティブ 
時価法 

③  たな卸資産 
評価基準は主に次の評価方法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法） 
商品及び製品 
注文生産品…個別法 
標準量産品…総平均法 

仕掛品 
注文生産品…個別法 
標準量産品…総平均法 

原材料及び貯蔵品…主に総平均法 
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①  有形固定資産（リース資産を除く） 

主として定額法 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

②  無形固定資産(リース資産を除く) 
定額法 
市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売期間（３年以内）における見込販売数量に基づく償

却額と、販売可能な残存販売期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によっ
ております。 
自社利用のソフトウエアについては、主として社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 
技術資産については、事業活動における利用可能期間（10年以内）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

建物及び構築物 10～45年
機械及び装置 ２～８年
車両運搬具及び工具器具備品 ２～10年
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③  リース資産 
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

④  長期前払費用 
定額法 

(3) 重要な引当金の計上基準 
①  貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②  製品保証引当金 
製品販売後の無償修理費用の支出に備えるため、個別案件に対する見積額および売上高に対する過去の

実績率を基準とした見積額を計上しております。 
③  債務保証損失引当金 

将来の債務保証の履行による損失に備えるため、保証先の資産内容などを勘案し、損失見積額を計上し
ております。 

④  事業構造改善引当金 
事業再構築および整理統合に伴い今後支出が見込まれる損失に備えるため設定しており、損失見積額を

計上しております。 
⑤  偶発損失引当金 

訴訟や係争案件などの将来発生する可能性のある偶発損失に備えるため、偶発事象ごとに個別のリスク
を検討し、合理的に算定した損失見積額を計上しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 
① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生時の翌連結会計年度から費用処理してお
ります。 
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として12年）による定

額法により費用処理しております。 
(5) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非
支配株主持分に含めて計上しております。 

(6) のれんの償却方法および償却期間 
のれんの償却方法については、20年以内の合理的な償却期間を設定し、定額法により償却を行っておりま

す。 
(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な
預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月
以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。 

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
①  消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 
②  連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 
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(会計方針の変更) 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動によ

る差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に

変更いたしました。 

 また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配

分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、当

期純利益等の表示の変更および少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変

更を反映させるため、前連結会計年度については連結財務諸表の組替えを行っております。 

 連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変更を伴わない子会社株式の取得または売却に係るキャ

ッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の変更を伴う子会

社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変更を伴わない子会社株式の取得または売却に関連して生じた費用に係

るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法に変更しております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）お 

よび事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から

将来にわたって適用しております。 

 連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に関する

実務指針第26－４項に定める経過的な取扱いに従っており、比較情報の組替えは行っておりません。 

なお、当連結会計年度において連結財務諸表および１株当たり情報に与える影響額はありません。 

  

(未適用の会計基準等) 

 ・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日) 
  
(1) 概要 

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の

判断に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計

上額を見積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の分類について必要な見直しが行われております。 

①（分類１）から（分類５）に係る分類の案件をいずれも満たさない企業の取扱い 

②（分類２）から（分類３）に係る分類の要件    

③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い  

④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積り可能期間に関する

取扱い 

⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い 
  

 (2) 適用予定日         

 平成28年12月期の期首（※）より適用予定であります。 
  

 (3) 当該会計基準の適用による影響 

 影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。 
  

（※）平成28年６月28日開催の第14期定時株主総会において、事業年度の変更に関する定款変更議案が決議されて

おります。 

  

(表示方法の変更) 

   (連結損益計算書関係) 

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取保険金」は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。また、「営業外費用」の「その他」

に含めていた「固定資産廃棄損」は、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記す

ることとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行って

おります。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた1,786百万円

は、「受取保険金」328百万円、「その他」1,458百万円として組み替えております。また、「営業外費用」の「そ

の他」に表示していた2,076百万円は「固定資産廃棄損」456百万円、「その他」1,620百万円として組み替えており

ます。 
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(連結貸借対照表関係) 

※１ 担保資産および担保付債務  

    (担保資産)  

  
    (担保付債務) 

    (注) 担保資産および担保付債務のうち（ ）内書は工場財団抵当ならびに当該債務を表記しております。 

  
※２  関連会社に対するものは次の通りであります。 

  

※３  減価償却累計額に減損損失累計額が含まれております。 

  

 ４  偶発債務 

(1)債務保証 

  

(2)その他 

当社グループは、ＳＲＡＭに関する独占禁止法（競争法）違反の可能性に関連して、同製品の購入者からカ
ナダで複数の民事訴訟を提起されておりましたが、和解により終結しました。 
当社の米国、欧州および韓国の子会社は、ＴＦＴ液晶ディスプレイに関する独占禁止法（反トラスト法・競

争法）違反の可能性について、それぞれ、米国司法省とカナダ競争当局、欧州委員会および韓国公正取引委員
会の調査の対象となっております。 
当社グループは、スマートカードチップに関する独占禁止法（競争法）違反の可能性に関連して、同製品の

購入者からカナダで民事訴訟を提起されております。また、当社および当社の欧州子会社は、スマートカード
チップに関する独占禁止法（競争法）違反の可能性に関連して、同製品の購入者から英国で民事訴訟を提起さ
れております。  

 

  前連結会計年度 
（平成27年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成28年３月31日） 

商品及び製品 25,052百万円 (―)百万円 25,972百万円 (―)百万円 

仕掛品 52,656  〃 (―) 〃 50,819  〃 (―) 〃 

原材料及び貯蔵品 5,193 〃 (―) 〃 5,528  〃 (―) 〃 

建物及び構築物 57,732  〃 (57,084) 〃  49,290 〃 (48,705) 〃  

機械及び装置 31,126 〃 (31,126) 〃  33,904  〃 (33,904) 〃  

土地 27,042  〃 (23,334) 〃  22,285 〃 (18,577) 〃  

計 198,801百万円 (111,544)百万円 187,798百万円 (101,186)百万円 
 

  前連結会計年度 
（平成27年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成28年３月31日） 

1年内返済予定の長期借入金  ―百万円 (―)百万円 25,000百万円 (25,000)百万円

リース債務（流動負債）   919 〃 (―) 〃 5,051 〃 (―) 〃 

長期借入金 246,505  〃 (246,505) 〃  213,806 〃 (213,806) 〃  

リース債務（固定負債） 5,051  〃 (―) 〃  ― 〃 (―) 〃  

計 252,475百万円 (246,505)百万円 243,857百万円 (236,806)百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

投資有価証券(株式) 4,315百万円 3,487百万円 
 

前連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

従業員の住宅ローンに対する保証 230百万円 従業員の住宅ローンに対する保証 159百万円 

その他 499  〃 その他 378  〃 

計 729百万円  計 537百万円  
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(連結損益計算書関係) 

※１  期末たな卸高 

収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれております。 

  

※２  販売費及び一般管理費 

 主要な費目および金額 

  

※３  研究開発費の総額 

  

※４  固定資産売却益の内容 

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

機械及び装置および土地などの売却によるものであります。  

  

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日) 

機械及び装置および土地などの売却によるものであります。  

  

※５  事業譲渡益の内容 

当社の連結子会社の株式をSynaptics Holding GmbHへ譲渡したことによるものであります。 

  

※６  債務消滅益の内容 

過年度に計上した未払債務の履行義務が消滅したことによるものであります。 

  

※７  固定資産売却損の内容 

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

機械及び装置および建設仮勘定などの売却によるものであります。 

  

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日) 

機械及び装置および車両運搬具及び工具器具備品などの売却によるものであります。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 

至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 

至  平成28年３月31日) 

  △3,578百万円 △5,875百万円 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 

至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 

至  平成28年３月31日) 

研究開発費 91,082百万円 97,383百万円 

従業員給料手当 43,977  〃    39,014  〃    

退職給付費用 5,140  〃    1,907  〃    

外注費 21,923 〃 20,243 〃 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 

至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 

至  平成28年３月31日) 

一般管理費および当期製造費用に 

含まれる研究開発費 
91,082百万円 97,383百万円 
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※８  減損損失 

  当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しました。 

 前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

当社グループは、原則として、会社または事業所を基本単位としてグルーピングを行っており、重要な遊休資

産および処分予定資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。 

強靭な収益構造の構築に向けた生産構造対策の一環として譲渡を決定した、あるいは生産集約や拠点の統廃合

の方針に伴い利用見込みが無くなった処分予定資産などのうち、時価が著しく下落した資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、減損損失(10,133百万円)として特別損失に計上しております。その主なものは、当

社の100％連結子会社であるルネサス セミコンダクタ マニュファクチュアリング㈱が保有している滋賀工場にお

ける半導体前工程８インチウエハ生産ラインの半導体製造設備、土地および建物（平成28年２月にローム㈱へ資

産譲渡および賃貸する予定）の減損損失(6,116百万円)であります。 

このほか、利用見込みの無い遊休資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失(1,125百万円)として計

上しております。 

処分予定資産および遊休資産は、合わせて11,258百万円の特別損失を計上しております。 

 なお、減損損失には、事業構造改善費用(10,085百万円)および事業構造改善費用以外の減損損失(1,173百万円)

が含まれております。 

減損損失(11,258百万円)の内訳は次の通りであります。 

  (百万円) 

回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測定しております。正味売却価額は、処分見込価額から処

分費用を控除した額により合理的に算定しておりますが、売却が困難であるものなどについては、正味売却価額

を零としております。 

  
 当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日) 

  

当社グループは、原則として、会社または事業所を基本単位としてグルーピングを行っており、重要な遊休資

産および処分予定資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。 

強靭な収益構造の構築に向けた生産構造対策の一環として譲渡を決定した、あるいは生産集約や拠点の統廃合

の方針に伴い利用見込みが無くなった処分予定資産などのうち、時価が著しく下落した資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、減損損失(3,752百万円)として特別損失に計上しております。 

このほか、利用見込みの無い遊休資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失(323百万円)として計上

しております。 

処分予定資産および遊休資産は、合わせて4,075百万円の特別損失を計上しております。 

 なお、減損損失には、事業構造改善費用(3,725百万円)および事業構造改善費用以外の減損損失(350百万円)が

 

場所 用途 種類 

滋賀県大津市 
神奈川県川崎市 
神奈川県相模原市 
他 

処分予定資産 
建物及び構築物、機械及び装置、車両運搬具
及び工具器具備品、土地、建設仮勘定、ソフ
トウエア、無形固定資産その他 

台湾 
マレーシア 
中国 
他 

遊休資産 
機械及び装置、車両運搬具及び工具器具備
品、建設仮勘定、長期前払費用 
  

 

建物及び構築物 6,642

機械及び装置 769

車両運搬具及び工具器具備品 662

土地 2,919

建設仮勘定 231

ソフトウェア 1

無形固定資産その他 32

長期前払費用 2

  計 11,258
 

場所 用途 種類 

兵庫県伊丹市    
山形県鶴岡市 
山梨県中巨摩郡昭和町 
滋賀県大津市    
他 

処分予定資産 

建物及び構築物、機械及び装置、車両
運搬具及び工具器具備品、土地、建設
仮勘定、ソフトウェア、無形固定資産
その他 

台湾    
中国   
他  

遊休資産 
建物及び構築物、機械及び装置、車両
運搬具及び工具器具備品 
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含まれております。 

減損損失(4,075百万円)の内訳は次の通りであります。 

(百万円) 

  
回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測定しております。正味売却価額は、処分見込価額から処

分費用を控除した額により合理的に算定しておりますが、売却が困難であるものなどについては、正味売却価額

を零としております。 

  
  

※９  事業構造改善費用 

当社グループは、強靱な収益構造の構築に向けて人的合理化施策を含む事業・生産構造改革を実行しており、

それらの施策により発生した費用を事業構造改善費用に計上しております。 

  

前連結会計年度および当連結会計年度における事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。 

(※)前連結会計年度におけるその他の主な内容は、設計・開発拠点の再編に係る設備の移設費用などを計上した

ことによるものです。また、当連結会計年度におけるその他の主な内容は、拠点集約に伴う設備撤去費用や設

計・開発拠点の再編に係る設備の移設費用などを計上したことによるものです。 

  
※１０  支払補償費 

当社の製造委託先との間の製造契約を見直したことによる一時的な支払費用であります。  

  

建物及び構築物 2,897

機械及び装置 214

車両運搬具及び工具器具備品 184

土地 754

建設仮勘定 13

ソフトウェア 12

無形固定資産その他 1

  計 4,075 
 

  

  

  

  前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 

至  平成27年３月31日) 

  当連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 

至  平成28年３月31日) 

割増退職金等人件費関係費用     14,198百万円   2,737百万円 

減損損失     10,085  〃   3,725  〃 

その他 (※)     5,858  〃   6,240  〃 

計     30,141百万円   12,702百万円 
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(連結包括利益計算書関係) 

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 （百万円）

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日) 

その他有価証券評価差額金     

  当期発生額 241 △308 

  組替調整額 △116 △156 

    税効果調整前 125 △464 

    税効果額 △22 104 

    その他有価証券評価差額金 103 △360 

為替換算調整勘定     

  当期発生額 13,766 △14,200 

 組替調整額 260 ― 

  税効果調整前 14,026 △14,200 

  税効果額 ― ― 

    為替換算調整勘定 14,026 △14,200 

退職給付に係る調整額     

  当期発生額 20,903 △2,203 

 組替調整額 3,352 147 

  税効果調整前 24,255 △2,056 

  税効果額 △825 19 

    退職給付に係る調整額 23,430 △2,037 
 

持分法適用会社に対する持分相当額     

  当期発生額 70 △18 

  組替調整額 ― △10 

    持分法適用会社に対する持分相当額 70 △28 

その他の包括利益合計 37,629 △16,625 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

１  発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

  

当連結会計年度(自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日) 

１  発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の増加33株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

  
当連結会計年度期首 

株式数(株) 
当連結会計年度 
増加株式数(株) 

当連結会計年度 
減少株式数(株) 

当連結会計年度末 
株式数(株) 

発行済株式         

  普通株式 1,667,124,490 ― ― 1,667,124,490 

合計 1,667,124,490 ― ― 1,667,124,490 

自己株式         

  普通株式 2,548 ― ― 2,548 

合計 2,548 ― ― 2,548 
 

  
当連結会計年度期首 

株式数(株) 
当連結会計年度 
増加株式数(株) 

当連結会計年度 
減少株式数(株) 

当連結会計年度末 
株式数(株) 

発行済株式         

  普通株式 1,667,124,490 ― ― 1,667,124,490 

合計 1,667,124,490 ― ― 1,667,124,490 

自己株式         

  普通株式 2,548 33 ― 2,581 

合計 2,548 33 ― 2,581 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。 

  

※２ 事業譲渡により減少した資産および負債の主な内訳 

 平成26年10月の㈱ルネサスエスピードライバの株式の譲渡により減少した資産および負債の内訳ならびに事業

譲渡の対価と事業譲渡による収入との関係は次のとおりであります。 

  
    (百万円) 

     

    （注）当該事業譲渡前に行われた固定資産売買取引における未実現利益 

  

  
 ３  重要な非資金取引の内容 

割賦購入契約による長期前払費用の計上 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 

至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 

至  平成28年３月31日) 

現金及び預金 344,000百万円 398,673百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金  △278 〃 △263  〃 

現金及び現金同等物 343,722百万円 398,410百万円 

      
 

流動資産 29,155

固定資産 14,324

流動負債 △15,243

非支配株主持分 △12,989

為替換算調整勘定 △152

未実現損益（注） △7,000

事業譲渡益 20,045

事業譲渡の対価 28,140

事業譲渡に係る未収入金 △3,988

㈱ルネサスエスピードライバおよび

ルネサスエスピードライバ台湾社の

現金及び現金同等物 

△5,982

事業譲渡による収入 18,170
 

  
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 

至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 

至  平成28年３月31日) 

  割賦購入契約による長期前払費用の計上 23,365百万円 3,023百万円 
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(リース取引関係) 

１  ファイナンス・リース取引(借主側) 

(1) 所有権移転ファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

有形固定資産 

建物及び構築物であります。 

②リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「３会計方針に関する事項(2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。 

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

有形固定資産 

主として半導体生産設備（機械及び装置、車両運搬具及び工具器具備品）であります。 

②リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「３会計方針に関する事項(2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

２  オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

   （百万円） 

  

 

  
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成28年３月31日） 

１年内 2,884 1,643 

１年超 6,283 4,402 

合計 9,167 6,045 
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(金融商品関係) 

１  金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金もしくは安全性の高い金融資産などに限定し、また、資金

調達については主に銀行借入による方針であります。デリバティブは、為替の変動リスクや支払金利の変動リス

クを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。 

  

(2) 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制 

受取手形及び売掛金ならびに未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当

社グループの債権管理運用規則に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引先の信

用状況を定期的に把握する体制としております。 

有価証券は短期で運用している金融資産であり、信用力の高い金融機関と取引を行っております。また、投資

有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的

に時価や発行体（取引先企業）の財務状態を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直し

ております。 

電子記録債務、支払手形及び買掛金、未払金ならびに未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。 

借入金およびファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金および設備投資に係る資金調達で

あり、返済日は連結決算日後、最長で６年後であります。借入金の一部は変動金利であるため、金利の変動リス

クに晒されております。なお、借入金に係る一部の契約には財務制限条項が付されております。 

また、外貨建ての営業債権および営業債務に係る為替の変動リスクを防ぐ目的で、先物為替予約取引を利用し

ており、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規則に従って行っており、また、デリバテ

ィブの利用にあたっては信用リスクを軽減するために、主要金融機関とのみ取引を行っております。 

営業債務や借入金は流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成

するなどの方法によって管理しております。 

  

２  金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（(注)２参照）。 

  

前連結会計年度(平成27年３月31日) 

  

 

  
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価 

(百万円) 
差額 

(百万円) 

(1) 現金及び預金 344,000 344,000 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 91,471 91,471  ― 

(3) 未収入金 14,174 14,174  ― 

(4) 投資有価証券     

  関連会社株式 4,220 3,472 △748 

  その他有価証券 3,662 3,662  ― 

資産計 457,527 456,779 △748 

(5) 電子記録債務 9,275 9,275  ― 

(6) 支払手形及び買掛金 76,364 76,364  ― 

(7) 未払金 37,337 37,337  ― 

(8) 未払法人税等 5,785 5,785  ― 
(9) 長期借入金(１年以内に返済予定の

ものを含む) 
253,205 251,890 △1,315 

(10)リース債務(１年以内に返済予定の
ものを含む) 

6,520 6,756 236 

負債計 388,486 387,407 △1,079 
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当連結会計年度(平成28年３月31日) 

  
(注) １  金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

(4) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は短期間で決済されるため時価は帳簿価

額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。また、投資信託は取引金融機関から提示された

価格によっております。 

(5) 電子記録債務、(6) 支払手形及び買掛金、(7) 未払金、(8) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

(9) 長期借入金、(10) リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を残存期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在

価値により算定しております。 

  

(注) ２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

非上場株式は市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、「(4) 投資有価証券」には含めておりません。 

  

(注) ３ 金銭債権および満期のある有価証券の連結会計年度末後の償還予定額 

前連結会計年度(平成27年３月31日) 

  

当連結会計年度(平成28年３月31日) 

 

  
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価 

(百万円) 
差額 

(百万円) 

(1) 現金及び預金 398,673 398,673 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 81,866 81,866 ― 

(3) 未収入金 16,155 16,155 ― 

(4) 投資有価証券       

  関連会社株式 3,392 1,901 △1,491 

  その他有価証券 2,595 2,595 ― 

資産計 502,681 501,190 △1,491 

(5) 電子記録債務 9,246 9,246 ― 

(6) 支払手形及び買掛金 76,882 76,882 ― 

(7) 未払金 33,161 33,161 ― 

(8) 未払法人税等 5,041 5,041 ― 
(9) 長期借入金(１年以内に返済予定の

ものを含む) 
238,806 240,980 2,174 

(10)リース債務(１年以内に返済予定の
ものを含む) 

5,536 5,696 160 

負債計 368,672 371,006 2,334 
 

区分 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
非上場株式 226百万円 209百万円 

 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

現金及び預金 344,000 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 91,471 ― ― ― 

未収入金 14,174 ― ― ― 

合計 449,645 ― ― ― 
 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

現金及び預金 398,673 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 81,866 ― ― ― 

未収入金 16,155 ― ― ― 

合計 496,694 ― ― ― 
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(注) ４ 長期借入金およびリース債務の連結会計年度末後の返済予定額 

前連結会計年度(平成27年３月31日) 

  
当連結会計年度(平成28年３月31日) 

 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内
(百万円) 

５年超 
(百万円) 

長期借入金 6,700 25,000 23,609 197,896 ― ― 

リース債務 1,135 5,203 89 69 22 2 

合計 7,835 30,203 23,698 197,965 22 2 
 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内
(百万円) 

５年超 
(百万円) 

長期借入金 25,000 22,090 191,716 ― ― ― 

リース債務 5,229 119 101 55 31 1 

合計 30,229 22,209 191,817 55 31 1 
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(有価証券関係) 

１  その他有価証券 

前連結会計年度(平成27年３月31日) 

  

当連結会計年度(平成28年３月31日) 

  

２  連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券を含んでおります。 

  

当連結会計年度(自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日) 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券を含んでおります。 

  

３  減損処理を行った有価証券 

時価のある有価証券の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた金額について減

損処理を行っておりますが、前連結会計年度および当連結会計年度において該当する有価証券はありません。  

 

  種類 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 607 287 320 

(2) その他 3,055 2,644 411 

小計 3,662 2,931 731 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 ― ― ― 

(2) その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 3,662 2,931 731 
 

  種類 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 ― ― ― 

(2) その他 2,587 2,311 276 

小計 2,587 2,311 276 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 ― ― ― 

(2) その他 8 8 0 

小計 8 8 0 

合計 2,595 2,319 276 
 

種類 
売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

(1) 株式 87 ― 16 

(2) その他 857 146 14 

合計 944 146 30 
 

種類 
売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

(1) 株式 550 258 ― 

(2) その他 737 53 155 

合計 1,287 311 155 
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(退職給付関係) 

１  採用している退職給付制度の概要 

当社および国内連結子会社は、退職一時金制度、従業員拠出のない確定給付企業年金制度および確定拠出年金制

度を採用しております。また、従業員の退職などに際して割増退職金を支払う場合があります。 

当社および国内連結子会社は、確定給付企業年金制度にポイント制を導入しております。この制度では、従業員

の職階に応じて付与されるポイントの累積数に基づいて給付額が計算されます。また、当社および国内連結子会社

は、確定給付企業年金制度にキャッシュ・バランス・プランを導入しております。この制度では、制度加入者の個

人別勘定に、給与水準、職階および市場金利を基に計算される再評価率に基づいて計算された金額が積み立てられ

ます。なお、退職一時金制度については当連結会計年度末までポイント制を導入しておりましたが、平成28年４月

１日付で実施した退職金・企業年金制度の一元化に伴いポイント制を廃止しました。 

海外連結子会社の一部では、確定拠出型および確定給付型を主とした種々の退職給付制度を採用しております。

なお、海外連結子会社の一部で加入している複数事業主制度において、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理

的に計算できる制度については、確定給付制度の注記に含めて記載しております。また、自社の拠出に対応する年

金資産の額を合理的に計算できない制度については、確定拠出制度と同様の会計処理を実施しております。 

  

２  退職給付債務に関する事項 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

(百万円)

(注) 一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しておりましたが、平成28年４月１日付で実施

した退職金・企業年金制度の一元化に伴い、当連結会計年度末において退職給付債務の計算方法を簡便法から

原則法に変更しております。 

(注１) 平成26年４月１日付で実施した企業年金制度の統合に伴いＮＥＣ企業年金基金から脱退の際に存置したもの

であります。 

(注２) 退職給付制度の一部改訂に伴い発生したものであります。 

(注３) 平成28年４月１日付で実施した退職金・企業年金制度の一元化に伴い発生したものであります。 

  

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

(百万円)

(注) 一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しておりましたが、平成28年４月１日付で実施

した退職金・企業年金制度の一元化に伴い、当連結会計年度末において退職給付債務の計算方法を簡便法から

原則法に変更しております。 

（注１）平成26年４月１日付で実施した企業年金制度の統合に伴いＮＥＣ企業年金基金から脱退の際に存置したも

のであります。 

 

  
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日)

退職給付債務の期首残高 203,992 159,075

会計方針の変更による累積的影響額 25,275 ―

会計方針の変更を反映した期首残高 229,267 159,075

勤務費用 7,966 4,405

利息費用 2,453 2,034

数理計算上の差異の発生額 △6,623 △83

退職給付の支払額 △27,081 △8,460

ＮＥＣ企業年金基金からの脱退（注１） △37,344 ―

退職給付制度の一部改訂 (過去勤務費用の発生額)（注２） △9,511 ―

退職金・企業年金制度の一元化 (過去勤務費用の発生額) 

（注３） 
― △1,192

大量退職 △240 ―

その他 188 △1,633

退職給付債務の期末残高 159,075 154,146
 

  
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日)

年金資産の期首残高 146,610 109,532

期待運用収益 2,934 2,270

数理計算上の差異の発生額 4,768 △3,478

事業主からの拠出額 11,110 23,517

退職給付の支払額 △19,149 △6,680

ＮＥＣ企業年金基金からの脱退（注１） △37,344 ―

その他 603 △1,290

年金資産の期末残高 109,532 123,871
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(3) 退職給付債務および年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債および退職給付に係

る資産の調整表 

(百万円)

  

  

(4) 退職給付費用およびその内訳項目の金額 

(百万円)

(注１) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に含めて計上しておりましたが、平成28年

４月１日付で実施した退職金・企業年金制度の一元化に伴い、当連結会計年度末において退職給付債務の計

算方法を簡便法から原則法に変更しております。 

(注２) 割増退職金および大量退職に伴う退職給付制度の一部終了損益は、特別損失の「事業構造改善費用」に含め

て計上しております。  

  

  

(5) 退職給付に係る調整額 

退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。 

(百万円)

  

  

(6) 退職給付に係る調整累計額 

退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。 

(百万円)

 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

積立型制度の退職給付債務 131,797 127,663

年金資産 △109,532 △123,871

  22,265 3,792

非積立型制度の退職給付債務 27,278 26,484

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 49,543 30,276

   
退職給付に係る負債 50,489 31,850

退職給付に係る資産 △946 △1,574

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 49,543 30,276
 

  
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 

至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 

至  平成28年３月31日)

勤務費用 (注１) 7,966 4,405

利息費用 2,453 2,034

期待運用収益 △2,934 △2,270

会計基準変更時差異の費用処理額 1,604 ―

数理計算上の差異の費用処理額 3,130 1,970

過去勤務費用の費用処理額 △979 △1,824

確定給付制度に係る退職給付費用 11,240 4,315

割増退職金 (注２) 13,416 2,377

大量退職に伴う退職給付制度の一部終了損益 (注２) △613 ―
 

  
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 

至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 

至  平成28年３月31日)

会計基準変更時差異 △1,607 ―

数理計算上の差異 △14,497 1,424

過去勤務費用 △8,151 632

合計 △24,255 2,056
 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

未認識数理計算上の差異 138 1,563

未認識過去勤務費用 △17,323 △16,691

合計 △17,185 △15,128
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(7) 年金資産に関する事項 

①年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

(注１) 当連結会計年度の短期資産の構成比が高くなった主な要因は、当連結会計年度末において平成28年度の運用

方針に基づき商品構成の変更に備えて現金構成割合を高めたことなどによるものであります。 

  
②長期期待運用収益率の設定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

  

  
(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

  

３  確定拠出制度 

当社および連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度1,930百万円、当連結会計年度1,482百万

円であります。 

(注) 当該確定拠出制度への要拠出額には、海外連結子会社の一部で加入している複数事業主制度への要拠出額

が含まれております。 

  

 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

債券 63％ 53％

株式 35％ 25％

短期資産 (注１) 2％ 22％

合計 100％ 100％
 

  
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 

至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 

至  平成28年３月31日) 

割引率 主として1.1％ 主として1.1％

長期期待運用収益率 主として2.5％ 主として2.5％

予想昇給率 主として2.3％ 主として2.7％
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(税効果会計関係) 

１  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

  
２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  

３  法人税率の変更等による影響 

 「所得税法等の一部を改正する法律」等が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、平成28年４月１

日以降に開始する連結会計年度から法人税率等が変更されることとなりました。これに伴い、当連結会計年度

の繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の32.34％から、平成28

年４月１日から平成30年３月31日までに解消が見込まれる一時差異については30.86％、平成30年４月１日に開

始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.62％に変更されます。 

     なお、この税率変更による連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
繰延税金資産     

繰越欠損金 286,415百万円 273,314百万円 
退職給付に係る負債    16,984  〃  10,721  〃 
固定資産  12,853  〃 8,285  〃 
未払費用 8,097  〃 7,173  〃 
たな卸資産 8,892  〃 6,963  〃 
研究開発費 2,648  〃 2,523  〃 
税額控除繰越 6,462  〃 6,282  〃 
その他 4,421  〃 4,904  〃 

繰延税金資産小計 346,772  〃 320,165  〃 
評価性引当額  △339,433  〃 △313,388  〃 
繰延税金資産合計 7,339百万円 6,777百万円 
繰延税金負債     
合併受入資産評価差額 △8,444百万円 △7,577百万円 
未分配利益の税効果 △5,144  〃 △5,104  〃 
退職給付信託設定益 △1,216  〃 ―  〃 
その他 △545  〃 △758  〃 

繰延税金負債合計 △15,349  〃 △13,439  〃 
繰延税金負債の純額 △8,010百万円 △6,662百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
流動資産－繰延税金資産 1,529百万円 1,738百万円 
固定資産－繰延税金資産 2,106  〃 1,796  〃 
流動負債－その他 △4 〃 △262  〃 
固定負債－繰延税金負債 △11,641  〃 △9,934  〃 

 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
法定実効税率 35.6％ 33.1％ 
(調整)     
評価性引当額の増減 △31.4％ △23.7％ 
永久差異 0.3％ 0.3％ 
海外税率差異 △1.5％ △1.2％ 
税額控除 △1.6％ △2.2％ 
未分配利益の税効果 1.5％ △0.0％ 
組織再編による影響 5.7％ ―％ 
その他 1.2％ △1.5％ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 9.8％ 4.8％ 
      

 

― 79 ―



(企業結合等関係) 

共通支配下の取引等 
(当社および国内の当社子会社を当事者とする設計・開発機能の再編) 
 当社グループ内の設計・開発機能の再編として、平成27年４月１日付で、当社および国内の当社子会社を当事者
とする設計・開発機能の吸収分割、連結子会社同士の吸収合併および商号の変更を行いました。当該吸収分割およ
び合併の概要は以下のとおりであります。 

  
１.取引の概要 

(1) 当社のデバイス・ソリューション開発機能を吸収分割により㈱ルネサスソリューションズへ移管しました。 

(2) 当社の開発支援機能を吸収分割によりルネサスエンジニアリングサービス㈱へ移管しました。 

(3) ㈱ルネサスソリューションズのキット、プラットフォーム、分野ソリューションおよび拡販インフラの各開発

機能などを吸収分割により当社に移管しました。 

(4) 当社の設計・開発関連の子会社である㈱ルネサスソリューションズは、同じく当社の設計・開発関連の子会社

であるルネサスシステムデザイン㈱を吸収合併し、ルネサスシステムデザイン㈱に商号変更しました。 

  
２.実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。 
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(資産除去債務関係) 

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要 

事務所および工場の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務ならびに石綿障害予防規則などに基づく自社所有

建物の解体時におけるアスベスト除去費用などにつき資産除去債務を計上しております。 

  

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を２年～47年と見積り、割引率は0.5％～5.5％を使用して資産除去債務の金額を計算しており

ます。 

   

(3) 当該資産除去債務の総額の増減 

当社拠点閉鎖およびポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）含有装置の処分に伴い、資産除去債務の履行を行ってお

ります。 

また、生産子会社の拠点売却および不動産賃貸借契約を締結していた事務所建物の取り壊しに伴う当社拠点

退去により資産除去債務の消滅が生じております。 

  

 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

  （自 平成26年４月１日） （自 平成27年４月１日） 

   至 平成27年３月31日)  至 平成28年３月31日) 

期首残高 4,124百万円 4,951百万円 
 

有形固定資産の取得に伴う増加額   105 〃 137 〃 

時の経過による調整額 60 〃  28 〃 

見積りの変更による増加額 787 〃  19 〃 

資産除去債務の履行による減少額 △126 〃 △1,337 〃 

資産除去債務の消滅による減少額 － 〃 △926 〃 

その他増減額 1 〃 △12 〃 

期末残高 4,951百万円 2,860百万円 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日)および当連結会計年度（自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日） 

  当社グループは、半導体事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

【関連情報】 

前連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

(注)  売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  

当連結会計年度(自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

(注)  売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

          (百万円)
  自動車 汎用 その他半導体 その他 合計 

外部顧客への売上高 323,072 425,506 4,732 37,764 791,074 
 

            (百万円)

日本 中国 
アジア 

(中国除く) 
欧州 北米 その他 合計 

332,783 129,424 145,054 113,816 65,596 4,401 791,074 
 

        (百万円)
日本 アジア 欧州 北米 合計 

156,333 24,170 539 773 181,815 
 

      (百万円)
顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名 

㈱リョーサン 108,843 半導体事業 
 

          (百万円)
  自動車 汎用 その他半導体 その他 合計 

外部顧客への売上高 321,669 349,371 4,573 17,676 693,289 
 

            (百万円)

日本 中国 
アジア 

(中国除く) 
欧州 北米 その他 合計 

303,465 110,000 115,018 96,636 64,584 3,586 693,289 
 

        (百万円)
日本 アジア 欧州 北米 合計 

143,680 28,102 563 701 173,046 
 

    (百万円)
顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名 

㈱リョーサン 99,033 半導体事業 
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【関連当事者情報】 

１  関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

  

２  親会社または重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 

 

― 83 ―



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   ２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

  
   ３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

 

項目 
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日) 

１株当たり純資産額 185.67円 227.63円 

１株当たり当期純利益金額 49.41円 51.76円 
 

項目 
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 82,365 86,292 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
当期純利益(百万円) 

82,365 86,292 

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,667,122 1,667,122 
 

項目 
前連結会計年度 

（平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

（平成28年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 311,909 381,739 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 2,380 2,260 

（うち非支配株主持分(百万円)） (2,380) (2,260)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 309,529 379,479 

１株当たり純資産額の算定に用いられた     
期末の普通株式の数(千株) 

1,667,122 1,667,122 
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(重要な後発事象) 

（熊本地震の影響について） 
平成28年４月14日以降に熊本県を中心として発生した「平成28年熊本地震」により、当社の連結子会社であるル

ネサスセミコンダクタマニュファクチュアリング㈱の川尻工場において設備部品の一部などが被害を受けました。
その後、川尻工場においては生産再開の目途がついたことから４月22日より一部工程において生産を再開し、５月
22日に震災前の生産能力（生産着工ベース）へ復旧しました。また、当社製品の製造委託先等の一部においても本
地震の被害を受けましたが、サプライチェーン全体で、震災前の生産能力に復旧が完了しました。 
 なお、当該地震に起因するたな卸資産廃棄や固定資産の修繕などによる損害額は、現時点において入手可能な情
報に基づいて算定した結果、約80億円を見込んでおります。また、今後、保険収入や固定資産の修繕などの見積り
内容に変更が生じた場合などにより損害額が変動する可能性があります。 
  

（ストックオプション制度の導入について） 
当社は平成28年６月28日開催の第14期定時株主総会において、ストックオプション制度の導入に関する議案を決

議いたしました。 
なお、ストックオプション制度の内容については「第４ 提出会社の状況 １．株式等の状況 （９）ストック

オプション制度の内容」に記載しております。 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

  

(注) １  平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２  長期借入金およびリース債務の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 
  

  

  
【資産除去債務明細表】 

当連結会計年度期首および当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首および当

連結会計年度末における負債および純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２

の規定により記載を省略しております。 

  

区分 
当期首残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 ― ― ― ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 6,700 25,000 1.0 ― 

１年以内に返済予定のリース債務 1,135 5,229 1.4 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。) 

246,505 213,806 1.0 平成29年～30年 

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く。) 

5,385 307 2.7 平成29年～35年 

その他有利子負債 ― ― ― ― 

計 259,725 244,342 ― ― 
 

  
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内 

(百万円) 
３年超４年以内 

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

長期借入金 22,090 191,716 ― ― 

リース債務 119 101 55 31 
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(2) 【その他】 

①  当連結会計年度における四半期情報等 

  

  

  

②  決算日後の状況 

特記事項はありません。 

  

③  訴訟 

「注記事項 連結貸借対照表関係  ４ 偶発債務 (2)その他」に記載のとおりであります。 

  

（累計期間） 
  

第１四半期 
  

第２四半期 
  

第３四半期 
  

当連結会計年度 
  

売上高               (百万円) 179,302 360,701 525,497 693,289 

税金等調整前四半期(当期) 
純利益金額                (百万円) 

32,304 62,164 81,723 90,785 

親会社株主に帰属する四半期(当期) 
純利益金額                (百万円) 

29,872 57,409 76,000 86,292 

１株当たり四半期(当期)純利益金額 
                              (円) 

17.92 34.44 45.59 51.76 
 

（会計期間） 
  

第１四半期 
  

第２四半期 
  

第３四半期 
  

第４四半期 
  

１株当たり四半期純利益金額  (円) 17.92 16.52 11.15 6.17 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 297,202 363,029 

    売掛金 ※1  90,201 ※1  85,342 

    製品 ※2  25,027 ※2  25,444 

    仕掛品 ※2  34,122 ※2  36,336 

    原材料及び貯蔵品 ※2  966 ※2  1,242 

    前払費用 919 1,149 

    短期貸付金 ※1  14,283 ※1  16,392 

    未収入金 ※1  40,616 ※1  34,862 

    その他 3,463 228 

    流動資産合計 506,800 564,022 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 ※2  34,884 ※2  31,897 

      構築物 ※2  2,777 ※2  2,434 

      機械及び装置 ※2  27,619 ※2  24,730 

      車両運搬具 1 15 

      工具、器具及び備品 11,221 10,828 

      土地 ※2  19,407 ※2  16,392 

      建設仮勘定 6,646 8,394 

      有形固定資産合計 102,556 94,691 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 8,290 8,836 

      その他 13,718 10,947 

      無形固定資産合計 22,008 19,783 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 649 105 

      関係会社株式 92,004 91,712 

      長期前払費用 34,651 26,948 

      その他 10,138 1,366 

      貸倒引当金 △1 △3 

      投資その他の資産合計 137,440 120,128 

    固定資産合計 262,003 234,602 

  資産合計 768,804 798,625 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    電子記録債務 5,820 4,666 

    買掛金 ※1  115,998 ※1  101,311 

    1年内返済予定の長期借入金 600 ※2  25,000 

    リース債務 ※2  953 ※2  5,059 

    未払金 ※1  31,402 ※1  34,914 

    未払費用 ※1  10,316 ※1  9,152 

    未払法人税等 3,921 2,991 

    前受金 86 813 

    預り金 ※1  71,508 ※1  88,105 

    製品保証引当金 366 376 

    事業構造改善引当金 906 928 

    偶発損失引当金 126 147 

    資産除去債務 1,217 - 

    その他 2,576 2,832 

    流動負債合計 245,794 276,294 

  固定負債     

    長期借入金 ※2  246,505 ※2  213,806 

    リース債務 ※2  5,082 17 

    繰延税金負債 5,297 3,759 

    退職給付引当金 26,656 12,354 

    事業構造改善引当金 1,334 175 

    資産除去債務 1,926 1,852 

    その他 18,954 7,749 

    固定負債合計 305,755 239,713 

  負債合計 551,548 516,007 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 228,255 10,000 

    資本剰余金     

      資本準備金 163,789 - 

      その他資本剰余金 376,766 207,061 

      資本剰余金合計 540,555 207,061 

    利益剰余金     

      その他利益剰余金     

        繰越利益剰余金 △551,749 65,555 

      利益剰余金合計 △551,749 65,555 

    自己株式 △11 △11 

    株主資本合計 217,050 282,606 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 205 11 

    評価・換算差額等合計 205 11 

  純資産合計 217,255 282,617 

負債純資産合計 768,804 798,625 
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② 【損益計算書】 

  

                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上高 ※1  718,784 ※1  651,022 

売上原価     

  製品期首たな卸高 34,359 25,027 

  当期製品製造原価 467,754 388,060 

  合計 502,113 413,087 

  製品期末たな卸高 25,027 25,444 

  売上原価 ※1  477,086 ※1  387,642 

売上総利益 241,698 263,380 

販売費及び一般管理費 ※1,※2  167,543 ※1,※2  170,360 

営業利益 74,155 93,020 

営業外収益     

  受取利息 ※1  725 ※1  367 

  受取配当金 83 78 

  為替差益 1,229 - 

  その他 887 923 

  営業外収益合計 2,924 1,367 

営業外費用     

  支払利息 ※1  3,172 ※1  3,219 

  為替差損 - 2,100 

  退職給付費用 711 - 

  その他 1,126 810 

  営業外費用合計 5,009 6,129 

経常利益 72,070 88,258 

特別利益     

  事業譲渡益 ※3  34,569 - 

  固定資産売却益 1,251 1,190 

  その他 8,196 508 

  特別利益合計 44,015 1,698 

特別損失     

  事業構造改善費用 ※1,※4  23,352 ※1,※4  15,575 

  その他 2,734 241 

  特別損失合計 26,085 15,817 

税引前当期純利益 90,000 74,140 

法人税、住民税及び事業税 6,800 10,033 

法人税等調整額 △1,417 △1,449 

法人税等合計 5,383 8,585 

当期純利益 84,617 65,555 
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【製造原価明細書】 

  

(注) ※１  当期経費のうち主なものは、外注加工費(前事業年度417,637百万円、当事業年度356,565百万円)および減

価償却費(前事業年度21,887百万円、当事業年度22,300 百万円)であります。 

     ※２  他勘定振替高のうち主なものは、前事業年度は組織再編および事業譲渡に伴うたな卸資産の減少、販売費

及び一般管理費（研究開発費他）などへの振替高、当事業年度は販売費及び一般管理費（研究開発費他）

との振替高などであります。 

  

原価計算の方法 

原価計算方法は、総合原価計算を採用しておりますが、一部の製品については個別原価計算を採用しておりま

す。なお、期中は予定原価を用い、期末に原価差額を調整しております。 

  

 

    
前事業年度 

(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ  当期材料費   6,952 1.4 2,861 0.7 

Ⅱ  当期労務費   6,289 1.3 2,853 0.7 

Ⅲ  当期経費 ※１ 473,336 97.3 383,926 98.6 

当期総製造費用   486,577 100.0 389,641 100.0 

期首仕掛品たな卸高   44,545   34,122   

合計   531,123   423,763   

他勘定振替高 ※２ 29,247   △633   

期末仕掛品たな卸高   34,122   36,336   

当期製品製造原価   467,754   388,060   
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③ 【株主資本等変動計算書】 

  前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

  

  

  

  

  

  (単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 その他資本剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

当期首残高 228,255 163,789 376,766 △611,452 △11 157,347 

会計方針の変更による

累積的影響額 
      △13,718   △13,718 

会計方針の変更を反映 

した当期首残高 
228,255 163,789 376,766 △625,170 △11 143,629 

当期変動額             

当期純利益       84,617   84,617 

会社分割による減少       △11,196   △11,196 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
            

当期変動額合計 ― ― ― 73,421 ― 73,421 

当期末残高 228,255 163,789 376,766 △551,749 △11 217,050 
 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

当期首残高 108 157,455 

会計方針の変更による

累積的影響額 
  △13,718 

会計方針の変更を反映 

した当期首残高 
108 143,737 

当期変動額     

当期純利益   84,617 

会社分割による減少   △11,196 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
96 96 

当期変動額合計 96 73,517 

当期末残高 205 217,255 
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  当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  (単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 その他資本剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

当期首残高 228,255 163,789 376,766 △551,749 △11 217,050 

当期変動額             

資本金から剰余金への

振替 
△218,255   218,255     ― 

準備金から剰余金への

振替 
  △163,789 163,789     ― 

欠損填補     △551,749 551,749   ― 

当期純利益       65,555   65,555 

自己株式の取得         0 0 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
            

当期変動額合計 △218,255 △163,789 △169,705 617,304 0 65,555 

当期末残高 10,000 ― 207,061 65,555 △11 282,606 
 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

当期首残高 205 217,255 

当期変動額     

資本金から剰余金への

振替 
  ― 

準備金から剰余金への

振替 
  ― 

欠損填補   ― 

当期純利益   65,555 

自己株式の取得   0 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
△193 △193 

当期変動額合計 △193 65,362 

当期末残高 11 282,617 
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【注記事項】 

(重要な会計方針) 

１ 資産の評価基準および評価方法 

①有価証券 
子会社株式および関連会社株式 
移動平均法による原価法 

その他有価証券 
・時価のあるもの 
期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・時価のないもの 
移動平均法による原価法 

②デリバティブ 
時価法 

③たな卸資産 
下記評価方法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

製品 
注文生産品…個別法 
標準量産品…総平均法 

仕掛品 
注文生産品…個別法 
標準量産品…総平均法 

原材料及び貯蔵品 
主に総平均法 

  
２ 固定資産の減価償却の方法 
①有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 
②無形固定資産 

定額法 
③リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

④長期前払費用……定額法 
  

３ 引当金の計上基準 
①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる額を退職給付引当金または前払年金費用として計上しておりま
す。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により翌事業年度から費用処理

しております。 
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。 

③製品保証引当金 
製品販売後の無償修理費用の支出に備えるため、個別案件に対する見積額および、売上高に対する過去の実

績率を基準とした見積額を計上しております。 
④債務保証損失引当金 

将来の債務保証の履行による損失に備えるため、保証先の資産内容などを勘案し、損失見積額を計上してお
ります。 

⑤事業構造改善引当金 
事業再構築および整理統合に伴い今後支出が見込まれる損失に備えるため設定しており、損失見積額を計上

しております。 
⑥偶発損失引当金 

訴訟や係争案件などの将来発生する可能性のある偶発損失に備えるため、偶発事象ごとに個別のリスクを検
討し、合理的に算定した損失見積額を計上しております。 
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４ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
①退職給付に係る会計処理  

退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財
務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

②消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

③連結納税制度の適用 
連結納税制度を適用しております。 
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(表示方法の変更) 

 （損益計算書） 

前事業年度において、「特別利益」の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却益」につきまして

は、重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。 
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(貸借対照表関係) 

 ※１  関係会社に対する資産および負債 

  

  ※２ 担保資産および担保付債務 

    (担保資産)  

  

    (担保付債務) 

  

３  偶発債務 

  (保証債務) 

  

 

  
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

短期金銭債権 109,629百万円 100,420百万円 

短期金銭債務 158,184  〃 168,166 〃 
 

  前事業年度 
(平成27年３月31日) 

当事業年度 
(平成28年３月31日) 

製品 25,027百万円 (―)百万円 25,444百万円 (―)百万円 

仕掛品 28,409 〃 (―) 〃  28,835 〃 (―) 〃  

原材料及び貯蔵品 966 〃 (―) 〃  1,242 〃 (―) 〃  

建物 27,834 〃 (27,728) 〃  24,277 〃 (24,174) 〃  

構築物 2,536 〃 (2,535) 〃  2,253 〃 (2,253) 〃  

機械及び装置  18,054 〃 (18,054) 〃  21,243 〃 (21,243) 〃  

土地 19,339 〃 (16,188) 〃  16,324 〃 (13,174) 〃  

計 122,165百万円 (64,505)百万円 119,618百万円 (60,844)百万円 
 

  前事業年度 
(平成27年３月31日) 

当事業年度 
(平成28年３月31日) 

1年内返済予定の長期借入金 ― 百万円 (―)百万円 25,000百万円 (25,000)百万円 

リース債務（流動負債）  919  〃 (―)  〃 5,051  〃 (―)  〃 

長期借入金 246,505  〃 (246,505) 〃  213,806 〃 (213,806) 〃  

リース債務（固定負債） 5,051  〃 (―) 〃  ― 〃 (―) 〃  

計 252,475百万円 (246,505)百万円 243,857百万円 (238,806)百万円 
 

（注）担保資産および担保付債務のうち（ ）内書は工場財団抵当ならびに当該債務を表記しております。 
 

前事業年度 
(平成27年３月31日) 

当事業年度 
(平成28年３月31日) 

関係会社 6,643百万円 関係会社 361百万円 

従業員の住宅ローンに対する保証 170  〃 従業員の住宅ローンに対する保証   130 〃 

計 6,813百万円 計 491百万円 
 

― 97 ―



(損益計算書関係) 

 ※１  関係会社との取引高 

  

※２  販売費及び一般管理費 

主要な費目および金額 

       （表示方法の変更） 

前事業年度において、主要な費目として表示しておりました「荷造運送費」「販売促進費」「技術使用料」

「技術外注費」は重要性が乏しいため、当事業年度において主要な費目として表示しておりません。なお、前事

業年度の「荷造運送費」は7,514百万円、「販売促進費」は4,190百万円、「技術使用料」は6,427百万円、「技

術外注費」は8,713百万円であります。 

  
※３  事業譲渡益 

前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

当社は平成26年10月１日付で、構造改革の方針に基づき当社が保有する当社子会社 ㈱ルネサスエスピードラ

イバの全株式をSynaptics Holding GmbH（シナプティクス ホールディング社）に譲渡しました。これに伴う事

業譲渡益は34,569百万円であります。 

  
当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日) 

    該当事項はありません。           

  

※４  事業構造改善費用 

当社は、強靱な収益基盤の構築に向けて、人的合理化施策を含む事業・生産構造改革などの諸施策を実行して

おり、それらの施策により発生した費用を事業構造改善費用に計上しております。 

前事業年度および当事業年度における事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。 

  

 

  
前事業年度 

(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日) 

売上高 437,675百万円 402,134百万円 
仕入高 618,534 〃 500,839  〃 

営業取引以外の取引による取引高 14,737 〃 11,966  〃 
 

  
前事業年度 

(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日) 

 従業員給料手当 20,378百万円 17,268百万円 
 減価償却費 10,720 〃 9,018 〃 

 研究開発費 87,417 〃 99,907 〃 

販売費に属する費用 約16％ 約15％ 

一般管理費に属する費用 約84％ 約85％ 
 

  
  
  

     前事業年度  
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

     当事業年度 
(自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日) 

子会社への事業構造改善支援金     11,339百万円   9,300百万円 
割増退職金等人件費関係費用     4,721 〃      17   〃  

拠点再編に伴う減損損失および費用     6,783 〃   5,894   〃 

その他     508 〃   364    〃 

計     23,352百万円   15,575百万円 
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(有価証券関係) 

子会社株式および関連会社株式 

前事業年度(平成27年３月31日) 

  

  

当事業年度(平成28年３月31日) 

  

  

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式および関連会社株式 

                             （百万円） 

  

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社

株式および関連会社株式」には含めておりません。 

  

 

  
貸借対照表計上額 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

関連会社株式 1,307 3,472 2,165 
 

  
貸借対照表計上額 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

関連会社株式 1,015 1,901 887 
 

  
前事業年度 

(平成27年３月31日) 

当事業年度 

（平成28年３月31日） 

子会社株式 90,617 90,617 

関連会社株式 79 79 
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(税効果会計関係) 

１  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(流動の部) 

  
 (固定の部) 

  
  

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」等が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、当社では平成28年４月

１日以降に開始する事業年度から法人税率等が変更されることとなりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資

産および繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.34％から、平成28年４月１日に開始する事

業年度から平成30年３月31日までに解消が見込まれる一時差異については30.86％に、平成30年４月１日に開始する事

業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.62％に変更されます。 

  なお、この税率変更による財務諸表への影響は軽微であります。 

 

  
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 
繰延税金資産     

たな卸資産評価減 7,402百万円 4,901百万円 
未払賞与 1,525 〃 1,407  〃 
研究開発費 681 〃 682  〃 
未払費用 1,547 〃 808  〃 
その他 1,416 〃 955  〃 

繰延税金資産小計 12,570 〃 8,753  〃 
評価性引当額 △12,570 〃 △8,753  〃 
繰延税金資産の純額 ―百万円 ―百万円 

 

  
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 
繰延税金資産     

関係会社株式評価損失 24,147百万円 25,578百万円 
欠損金 238,833 〃 218,623  〃 
退職給付引当金超過額 10,503 〃 4,984  〃 
減価償却超過額 7,515 〃 4,803  〃 
その他 3,199 〃 2,101  〃 

繰延税金資産小計 284,198 〃 256,089  〃 
評価性引当額 △280,406 〃 △252,828  〃 
繰延税金資産合計 3,792 〃 3,261  〃 
繰延税金負債との相殺 △3,792 〃 △3,261  〃 
繰延税金資産の純額 ―百万円 ―百万円 
      
繰延税金負債     

退職給付信託設定益 △1,216百万円 ―百万円 
合併受入資産評価差額 △7,719 〃 △6,975  〃 
その他 △154 〃 △45  〃 

繰延税金負債小計 △9,089 〃 △7,020  〃 
繰延税金資産との相殺 3,792 〃   3,261  〃 
繰延税金負債の純額 △5,297百万円 △3,759百万円 

 

  
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 
法定実効税率 35.6％ 33.1％ 

(調整)     
評価性引当額の増減 △48.4％ △23.3％ 
損金不算入の費用 19.7％ 4.5％ 
税額控除 △1.3％ △1.8％ 
その他一時差異に該当しない申告 
調整項目等 

0.4％ △0.9％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.0％ 11.6％ 
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(企業結合等関係) 

当社は平成27年４月１日付で、設計・開発機能の再編として、当社および国内の当社子会社を当事者とする設

計・開発機能の会社分割、吸収合併および商号の変更を行いました。これに伴い当社はデバイス・ソリューショ

ン開発機能を㈱ルネサスソリューションズへ、開発支援機能をルネサスエンジニアリングサービス㈱へ吸収分割

により移管し、㈱ルネサスソリューションズのキット、プラットフォーム、分野ソリューションおよび拡販イン

フラの各開発機能を当社に吸収分割により移管しました。㈱ルネサスソリューションズは同じく当社の設計開発

関連の子会社であるルネサスシステムデザイン㈱を吸収合併しルネサスシステムデザイン㈱に商号変更しまし

た。 

 詳細は「連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）」をご参照ください。 

  
(重要な後発事象) 

（熊本地震の影響について） 
平成28年４月14日以降に熊本県を中心として発生した「平成28年熊本地震」により、当社の連結子会社であるル

ネサスセミコンダクタマニュファクチュアリング㈱の川尻工場において設備部品の一部などが被害を受けました。
その後、川尻工場においては生産再開の目途がついたことから４月22日より一部工程において生産を再開し、５月
22日に震災前の生産能力（生産着工ベース）へ復旧しました。また、当社製品の製造委託先等の一部においても本
地震の被害を受けましたが、サプライチェーン全体で、震災前の生産能力に復旧が完了しました。 

   詳細は「連結財務諸表の注記事項（重要な後発事象）」をご参照ください。  

  

（ストックオプション制度の導入について） 
当社は平成28年６月28日開催の第14期定時株主総会において、ストックオプション制度の導入に関する議案を決

議いたしました。 なお、ストックオプション制度の内容については「第４ 提出会社の状況 １．株式等の状況
（９）ストックオプション制度の内容」に記載しております。  
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④ 【附属明細表】 

【有形固定資産等明細表】                                    （百万円） 

  
(注) １  「当期首残高」および「当期末残高」欄は取得価額により記載しております。 

２  「当期減少額」および「当期償却額」欄の(  )内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

３  「減価償却累計額」欄には、減損損失累計額を含めております。 

４ 当期増加額および減少額の主な内容は、次のとおりであります。                 （百万円） 

  

【引当金明細表】 

  

  

区分 資産の種類 
当期首 
残高 

当期 
増加額 

当期 
減少額 

当期 
償却額 

当期末 
残高 

減価償却 
累計額 

有形固定資産 建物 58,786 2,417 12,278 
4,459 
(1,759)

48,925 17,028 

  構築物 3,953 108 88 
439 
(265)

3,974 1,540 

  機械及び装置 120,386 13,146 21,061 
14,866 

(7)
112,471 87,741 

  車両運搬具 24 16 1 2 40 25 

  
工具、器具 
及び備品 

57,004 7,304 12,658 
7,092 
(169)

51,649 40,821 

  土地 19,407 ― 
3,015 
(351)

― 16,392 ― 

  建設仮勘定 6,646 24,675 22,927 ― 8,394 ― 

  計 266,207 47,666 
72,028 
(351)

26,858 
(2,200)

241,846 147,154 

無形固定資産 ソフトウエア 45,734 4,328 4,044 3,687 46,018 37,183 

  その他 37,788 ― 241 2,770 37,547 26,600 

  計 83,522 4,328 4,285 6,457 83,566 63,782 
 

建物 減少額 

玉川事業所 7,231 

北伊丹事業所 2,796 

相模原事業所 1,555 

機械及び装置 

増加額 

那珂事業所 8,260 

武蔵事業所 1,322 

西条事業所 1,972 

減少額 

ルネサスシステムデザイン㈱会社分割に伴う移管 8,264 

玉川事業所 3,833 

武蔵事業所 2,641 

那珂事業所 2,120 

工具、器具及び備品 減少額 

ルネサスシステムデザイン㈱会社分割に伴う移管 3,563 

武蔵事業所 4,039 

玉川事業所 2,693 
 

区分 
当期首残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 1 1 ― 3 

製品保証引当金 366 376 366 376 

事業構造改善引当金 2,240 1,907 3,043 1,103 

偶発損失引当金 126 67 46 147 
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(2) 【主な資産および負債の内容】 

    連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

(3) 【その他】 

  該当事項はありません。 

― 103 ―



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

(注) １ 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受

ける権利、株主の有する単元未満株式の数と併せて、単元株式となる数の株式を買増請求する権利以外の権利

を有しておりません。 

  
２ 平成28年６月28日開催の第14期定時株主総会決議により、事業年度を変更しました。 

なお、第15期事業年度については、平成28年４月１日から平成28年12月31日までの９ヶ月となります。 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 毎決算期の翌日から起算して３ヶ月以内 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 
３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 
  三井住友信託銀行株式会社  証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 
  三井住友信託銀行株式会社 

  取次所 
三井住友信託銀行株式会社 
  本店および全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行います。ただし、事故その他のやむを得ない事由により電子公告を
することができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。電子公告は、当社ホ
ームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 
http://japan.renesas.com/ir/ 

株主に対する特典 該当事項はありません 
 

事業年度 １月１日から12月31日まで 

定時株主総会 毎決算期の翌日から起算して３ヶ月以内 

基準日 12月31日 

剰余金の配当の基準日 ６月30日 
12月31日 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

  

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 
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２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書およびその添付書類ならびに確認書 

事業年度(第13期)(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)平成27年６月24日関東財務局長に提出 

(2) 内部統制報告書およびその添付書類 

平成27年６月24日関東財務局長に提出 

(3) 四半期報告書および確認書 

(第14期第１四半期)(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)平成27年８月６日関東財務局長に提出 

(第14期第２四半期)(自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日)平成27年11月６日関東財務局長に提出 

(第14期第３四半期)(自 平成27年10月１日 至 平成27年12月31日)平成28年２月９日関東財務局長に提出 

(4) 臨時報告書 

  平成27年12月25日関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の異動)の規定に基づく臨時報告書 

  平成28年５月12日関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(特別損失の計上)の規定に基づく臨時報告書 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 
  

平成28年６月28日

ルネサスエレクトロニクス株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるルネサスエレクトロニクス株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査

を行った。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ル

ネサスエレクトロニクス株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ルネサスエレクトロニクス株

式会社の平成28年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士    剣    持    宣    昭    ㊞ 

 

指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士    花    藤    則    保    ㊞ 

 



内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、ルネサスエレクトロニクス株式会社が平成28年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

 

  
(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
 



独立監査人の監査報告書 
  

平成28年６月28日

ルネサスエレクトロニクス株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるルネサスエレクトロニクス株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第14期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について

監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ルネサ

スエレクトロニクス株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    剣    持    宣    昭    ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    花    藤    則    保    ㊞ 
 

  
(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
 



  

【表紙】   

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年６月29日 

【会社名】 ルネサスエレクトロニクス株式会社 

【英訳名】 Renesas Electronics Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長兼ＣＥＯ  呉 文精 

 

【最高財務責任者の役職氏名】 執行役員常務兼ＣＦＯ  柴田 英利 

 

【本店の所在の場所】 東京都江東区豊洲三丁目２番24号 

 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】 

 当社代表取締役社長兼ＣＥＯ 呉文精および執行役員常務兼ＣＦＯ 柴田英利は、当社の財務報告に係る内部統制の

整備および運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並び

に財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基

本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備および運用しております。 

  なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理的

な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止または発見することができない可能性があります。 

  

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】 

 財務報告に係る内部統制の評価は、当連結会計年度の末日である平成28年３月31日を基準日として行われており、評

価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しました。  

  本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行っ

た上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価において

は、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統

制上の要点について整備および運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。  

  財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社ならびに連結子会社および持分法適用関連会社について、財務報告の

信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額

的および質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社および連結子会社10社を対象として行った全社的な内部統制

の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。なお、連結子会社20社および

持分法適用関連会社２社については、金額的および質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評

価範囲に含めておりません。  

  業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の当連結会計年度の売上高（連結会社間取引消去

後）の金額が当連結会計年度の売上高の概ね２／３に達している３事業拠点を「重要な事業拠点」としました。選定し

た重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金および、たな卸資産に至

る業務プロセスを評価の対象としました。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含

めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリ

スクが大きい取引を行っている業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスと

して評価対象に追加しております。 

  

３ 【評価結果に関する事項】 

 上記の評価の結果、当連結会計年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断しまし

た。 

  

４ 【付記事項】 

該当事項はありません。 

５ 【特記事項】 

該当事項はありません。 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年６月29日 

【会社名】 ルネサスエレクトロニクス株式会社 

【英訳名】 Renesas Electronics Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長兼ＣＥＯ 呉 文精 

【最高財務責任者の役職氏名】 執行役員常務兼ＣＦＯ 柴田 英利 

【本店の所在の場所】 東京都江東区豊洲三丁目２番24号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長兼ＣＥＯ 呉文精および執行役員常務兼ＣＦＯ 柴田英利は、当社の第14期(自 平成27年４月

１日 至 平成28年３月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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